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別紙 29 

森林火災発生時における屋外アクセスルートの影響 

森林火災が発生し発電所構内へ延焼するおそれがある場合は，

構内道路の一部を防火帯として機能させる。その際には，防火帯

内の車両を規制し，防火帯内から車両がない状態を確立する。 

森林火災発生時のアクセスルートは下図のとおりである。アク

セスルートが防火帯に近接しており，通行不可能な場合の影響が

大きい中央交差点における森林火災時の放射熱強度を評価したと

ころ，最大でも 2.1kW/m2 ※程度であり，車両等の通行に影響を及

ぼすことはないことを確認している。 

よって，森林火災が発生した場合においても，アクセスルート

は通行が可能である。 

別紙（6） 

森林火災時における保管場所及びアクセスルートへの影響 

について 

 防火帯に近接する保管場所及びアクセスルートについて，森林

火災及び防火帯内植生の火災による影響を評価した。 

1. 森林火災による影響

保管場所に近接した場所で森林火災が発生し，火炎が防火帯

外縁まで到達した場合，輻射強度が 1.6kW／m２※以下となる森

林からの離隔距離は約 53m となるが，西側及び南側保管場所の

可搬型設備の保管エリアは，森林から約 53m 以上の離隔を確保

しているため，熱影響を受けない。また，各保管場所から熱影

響を受けないアクセスルートを確保していることから，可搬型

設備の走行及び運搬に影響はない。 

さらに，西側保管場所に埋設及び南側保管場所近傍に設置さ

れている可搬型設備用軽油タンクは，地下式のため熱影響は受

けない。 

保管場所及びアクセスルートの位置関係を第 1図に示す。 

なお，飛び火の影響については，防火帯を設置することで森

林火災による飛び火が保管場所へ延焼するおそれはないが，森

林火災の状況に応じて防火帯付近に予防散水を行い，万一の飛

び火による影響を防止する。予防散水は，消火栓及び防火水槽

等から水槽付消防ポンプ自動車等を用いて実施する。 

第 2図に敷地内の屋外消火栓及び防火水槽の配置を示す。保

管場所及びアクセスルートの設置に伴って高所に設置する消火

栓は，保管場所やアクセスルートの消火活動が行えるような位

置に設置し，数量を確保する。 

別紙（25） 

森林火災発生時における屋外のアクセスルートの影響 

森林火災が発生し発電所構内へ延焼するおそれがある場合は，

構内道路の一部を防火帯として機能させる。その際には，防火帯

内の車両を規制し，防火帯内から車両がない状態を確立する。 

森林火災発生時のアクセスルートは第 1図のとおりである。ア

クセスルートが防火帯に近接している箇所についても，空地を確

保しているため，森林火災時の輻射影響を評価したところ，最大

でも 1.6kW/m2※程度であり，車両等の通行に影響を及ぼすことは

ないことを確認している。 

よって，森林火災が発生した場合においても，アクセスルート

は通行が可能である。 

保管場所及びアクセスルートの位置関係を第 1図に示す。 

なお，アクセスルートの一部に防火帯外側の区間があるが，地

上部ではなくトンネル区間となっているため，外部火災による影

響を受けることはない。また，トンネル区間の出入口部は，防火

帯の内側に設置しており，他の地上部に設定しているアクセスル

ートと同様，外部火災による影響はない。トンネル区間の概要図

を第 2図に示す。 

また，飛び火の影響については，防火帯を設置することで森林

火災による飛び火が保管場所へ延焼するおそれはないが，森林火

災の状況に応じて防火帯付近に予防散水を行い，万一の飛び火に

よる影響を防止する。予防散水は，消火栓及び防火水槽等から化

学消防自動車等を用いて実施する。 

第 3図に敷地内の屋外消火栓及び防火水槽の配置を示す。 

・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根２号炉は，アク

セスルートに対して空

地を確保した上で防火

帯を設置している 

・設計方針の相違

【柏崎 6/7】 

島根２号炉は，放射

熱強度を保守的な「長

時間さらされても苦痛

を感じない強度」であ

る 1.6kW/m２に設定 

・設計方針の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

 島根２号炉は，アク

セスルートの一部であ

るトンネル区間が防火

帯外に位置する 

・運用の相違

【柏崎 6/7】 

 島根２号炉は，飛び

火の影響について記載 
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なお，中央交差点近傍における森林火災の燃焼継続時間（約

14 時間）のうち，中央交差点において，人が長時間さらされて

も苦痛を感じない放射熱強度（1.6kW/m2）※を超えている時間は

数十秒程度である。 

※石油コンビナートの防災アセスメント指針（別紙 8 参照）

第 1図 森林火災発生時のアクセスルート 

※ 人が長時間さらされても苦痛を感じない強度（出典：石油コ

ンビナートの防災アセスメント指針）

第 1図 防火帯と保管場所及び屋外アクセスルートの位置 

※石油コンビナートの防災アセスメント指針（別紙(6) 参照）

第 1図 防火帯と保管場所及びアクセスルートの位置 

・設備の相違

【柏崎 6/7】 

島根２号炉は，放射

熱強度を保守的な「長

時間さらされても苦痛

を感じない強度」であ

る 1.6kW/m２に設定 
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第 2図 トンネル区間の概要図 
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第 2図 屋外消火栓及び防火水槽の配置図 

2． 防火帯内における保管場所等周辺の植生火災による影響 

2.1 防火エリアによる可搬型設備，アクセスルート及び緊急時

対策所建屋の機能確保 

防火帯内に，保管場所，アクセスルート及び緊急時対策所

建屋を設置する。これらの設置場所は植生（飛砂防備保安林

含む。）に囲まれているため，防火エリア※（第 3図，補足

－1参照）を設けることにより，植生火災発生時において，

可搬型設備及びアクセスルート（西側保管場所～南側保管場

所～常設代替高圧電源装置付近），緊急時対策所建屋の機能

を確保する。 

※ 防火エリア：樹木を伐採し，植生の発生を防止する施工

（モルタル吹付け等）を行うことにより，可搬型設備，

アクセスルート及び緊急時対策所建屋への植生火災の影

響を防止するエリア 

第 3図 屋外消火栓及び防火水槽の配置図 

・設計方針の相違

【東海第二】 

島根２号炉は，植栽

に囲まれていないため

重大事故等対処設備に

対しての影響はない 
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第 3図 保管場所及びアクセスルート，緊急時対策所 

建屋周辺防火エリア設置状況 

2.2 火災の覚知 

防火帯内保管場所等周辺植生火災時における火災について

は，以下の方法で早期覚知が可能である。 

(1) 発電所構内で作業を行う者に対し，火災を発見した場

合，当直守衛員に速やかに通報することを，社内規程で定

めている。通報を受けた者は所内関係者に連絡するととも

に，消防機関（119 番）に連絡を行う。 

(2) 想定される自然現象等の影響について，昼夜にわたり発

電所周辺の状況を把握する目的で設置する構内監視カメラ

を使用して防火帯内保管場所等周辺植生火災に対する監視

を行う。構内監視カメラは，24 時間要員が常駐する中央

制御室及び守衛所からの監視が可能な設計とする。 

2.3 消火活動 

保管場所等周辺の植生火災が発生した場合，可搬型設備及

び緊急時対策所建屋への延焼を防止するため，消防車等を用

いた消火活動を行う。 

これらの消火活動については，発電所に 24時間常駐して

いる初期消火活動要員により対応する。（別紙（17）参照） 
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補足－1 

防火帯内における保管場所等周辺の植生火災による影響 

 

1. 防火エリアの設定について 

1.1 防火エリア設定の考え方について 

防火帯内に設置する保管場所，アクセスルート及び緊急時

対策所建屋は，植生に囲まれているため，防火エリアを設け

ることにより，植生火災発生時において，可搬型設備，アク

セスルート及び緊急時対策所建屋の機能を確保する。防火エ

リア設定の考え方は以下のとおり。 

 

(1) 保管場所 

西側保管場所及び南側保管場所の 2箇所が同時に植生火

災の影響を受けないようにするため，それぞれの保管場所

について，以下の措置を実施する。 

ａ．可搬型設備への植生火災の延焼を防止するために必要

な離隔距離を確保するように，防火エリアを設置 

ｂ．可搬型設備への植生火災からの熱影響を防止するため

に必要な離隔距離を確保するように，防火エリアを設

置 

 

(2)アクセスルート 

重大事故等時において，少なくとも 1つのアクセスルー

トを確保するため，以下の措置を実施する。 

ａ．アクセスルート上の可搬型設備への植生火災の延焼を

防止するために必要な離隔距離を確保するように，ア

クセスルート（西側保管場所～南側保管場所～常設代

替高圧電源装置付近）周囲に防火エリアを設置 

ｂ．アクセスルート上の可搬型設備及び災害対策要員への

植生火災からの熱影響を防止するために必要な離隔距

離を確保するように，アクセスルート（西側保管場所

～南側保管場所～常設代替高圧電源装置付近）周囲に

防火エリアを設置 

 

(3)緊急時対策所建屋 

植生火災の影響を受けないようにするため，緊急時対策

所建屋について，以下の措置を実施する。 

ａ．緊急時対策所建屋への植生火災の延焼を防止するため
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に必要な離隔距離を確保するように，防火エリアを設

置 

ｂ．緊急時対策所建屋への植生火災からの熱影響を防止す

るために必要な離隔距離を確保するように，防火エリ

アを設置 

ｃ．緊急時対策所建屋へ出入りする災害対策要員への植生

火災からの熱影響を防止するために必要な離隔距離を

確保するように，防火エリアを設置 

 

1.2 延焼防止，熱影響防止に必要な離隔距離 

延焼防止，熱影響防止に必要な離隔距離は，「設置許可基

準規則」第 6条「外部からの衝撃による損傷の防止」におい

て実施する森林火災影響評価から得られる火線強度及び火炎

輻射発散度を用いて算出する。 

 

1.2.1 森林火災影響評価の火線強度及び火炎輻射発散度を用い

ることについて 

森林火災影響評価は，森林火災シミュレーション解析コー

ド（以下「ＦＡＲＳＩＴＥ」という。）を用いて評価する。 

ＦＡＲＳＩＴＥ植生データとして防火帯外縁 100m の範囲

は，落葉広葉樹，マツ，スギ，Brush（茂み），Short Grass

（短い草）を入力している。このうち最大火線強度は

Brush，最大火炎輻射発散度は，マツを入力したメッシュで

発生している。 

一方，保管場所等周辺の植生は，落葉広葉樹，マツであ

り，森林火災影響評価で入力している植生に包絡されること

から，森林火災影響評価で得られた防火帯外縁 100m の範囲

の最大火線強度及び最大火炎輻射発散度を用いて算出する。 

 

1.2.2 延焼を防止するために必要な離隔距離 

防火帯外の森林火災影響評価から得られる最大火線強度か

ら算出される防火帯幅 23m を延焼を防止するために必要な離

隔距離とする。 

 

1.2.3 可搬型設備及び災害対策要員に対する熱影響を防止する

ために必要な離隔距離 

防火帯外の森林火災影響評価結果を基に，最も高い火炎輻

射発散度が，一様に保管場所周辺の植生に存在すると仮定
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し，ある離隔距離において物体が受ける輻射強度を算出し

た。離隔距離と輻射強度の関係を第 1図に示す。 

熱影響を防止するために必要な離隔距離は，第 1表に示す

「人が長時間さらされても苦痛を感じない輻射強度」とされ

る 1.6kW／m２以下となる距離として設定する。 

第 1図より，輻射強度が 1.6kW／m２以下となる距離約 53m

を熱影響を防止するために必要な離隔距離とする。 

 

 

第 1 図 離隔距離と輻射強度の相関図 
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第１表 輻射強度の影響 

 

 

1.2.4 緊急時対策所建屋への熱影響を防止するために必要な離

隔距離 

防火帯外の森林火災影響評価結果をもとに，以下のとおり

植生火災による建屋外壁に対する熱影響評価を行い，緊急時

対策所建屋への熱影響を防止するために必要な離隔距離を約

18m とする。 

(1) 許容温度 

火災時における短期温度上昇を考慮した場合において，

コンクリート圧縮強度が維持される保守的な温度 200℃を

許容温度とする。 

(2) 評価結果 

火災が発生した時間から燃え尽きるまでの間，一定の輻

射強度で外壁が昇温されるものとして，1次元非定常熱伝

導方程式を差分法より解くことで建屋外壁が許容温度とな

る輻射強度を求め，植生から建屋外壁までがこの輻射強度

となる離隔距離（危険距離）を求め，危険距離約 18m を算

出。 

 

1.3 防火エリアの設定 

延焼を防止するために必要な離隔距離約 23m，可搬型設備

及び災害対策要員への熱影響を防止するために必要な離隔距

離約 53m 及び緊急時対策所建屋への熱影響を防止するために
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必要な離隔距離約 18m を考慮し，保管場所，アクセスルート

（西側保管場所～南側保管場所～常設代替高圧電源装置付

近）及び緊急時対策所建屋の周囲に防火エリアを設定する

（第 2図参照）。 

第 2図 防火エリアの設定 
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2. 保管場所等周辺の防火帯内植生火災時における発火の想定

(1) 発火の想定

自然現象にて抽出した自然現象 13事象及び外部人為事

象にて抽出した外部人為事象 7事象（別紙（1）参照），

故意による大型航空機の衝突を考慮し，保管場所等周辺の

防火帯内植生の発火又は植生への延焼の有無を評価した上

で発火の想定を行う。 

(2) 立地条件を考慮した発火箇所の設定

（1）の方針に基づき，発火箇所を以下のとおり設定し

た。発火箇所の設定に係る評価結果を第 2表，第 3表に示

す。 

ａ．予備変圧器 

耐震性が低い予備変圧器の損傷による発火を想定。植

生までは一定の離隔距離があることや自衛消防隊による

消火活動を行うことにより植生への延焼の可能性は低い

と考えられるが，万一，植生に延焼することを想定し，

予備変圧器を発火箇所として設定 

ｂ．保管場所等周辺植生の任意の場所 

竜巻による危険物（公道を走行する車両等）の飛来に

よる発火や落雷，爆発物の飛来，近隣工場の火災（構内

作業等）による発火を想定。保管場所等周辺植生全域で

発生する可能性があるため，植生上の任意の点を発火箇

所として設定 

ｃ．原子炉建屋へ衝突した大型航空機 

原子炉建屋への大型航空機衝突による航空機火災の植

生への延焼を想定。原子炉建屋と植生までの距離は

100m 以上あるが，万一，火災が植生に延焼する場合を

想定し，原子炉建屋に衝突した大型航空機を発火箇所と

して設定 
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第 2表 発火箇所の設定に係る評価結果（自然現象） 

第 3表 発火箇所の設定に係る評価結果 

（外部人為事象） 
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第 3図 耐震性が低い可燃物を内包する施設 

（予備変圧器）の発火 

第 4図 風（台風），竜巻による危険物の飛来， 

落雷，爆発物の飛来，近隣工場の火災による発火 
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第 5 図 原子炉建屋への大型航空機の衝突による発火 
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3. 影響評価 

3.1 予備変圧器の発火に対する影響評価 

予備変圧器の火災が保管場所等周辺植生に延焼した場合で

も，2箇所の保管場所，アクセスルート（西側保管場所～南

側保管場所～常設代替高圧電源装置付近）及び緊急時対策所

建屋は，防火エリアの設定により，延焼の防止及び熱影響の

防止が可能であり，可搬型設備，アクセスルート及び緊急時

対策所建屋の機能は確保できる。 

 

3.2 保管場所等周辺植生の任意の場所の発火に対する影響評価 

竜巻による危険物（公道を走行する車両等）の飛来，落

雷，爆発物の飛来，近隣工場の火災（構内作業等）により保

管場所等周辺植生が発火した場合でも，2箇所の保管場所，

アクセスルート（西側保管場所～南側保管場所～常設代替高

圧電源装置付近）及び緊急時対策所建屋は，防火エリアの設

定により，延焼の防止及び熱影響の防止が可能であり，可搬

型設備，アクセスルート及び緊急時対策所建屋の機能は確保

できる。 

 

3.3 原子炉建屋へ衝突した大型航空機の発火に対する影響評価 

原子炉建屋への大型航空機衝突による火災が保管場所等周

辺植生に延焼した場合でも，2箇所の保管場所及びアクセス

ルート（西側保管場所～南側保管場所～常設代替高圧電源装

置付近），緊急時対策所建屋は，防火エリアの設定により，

延焼の防止及び熱影響の防止が可能であり，可搬型設備，ア

クセスルート及び緊急時対策所建屋の機能は確保できる。 
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別紙 30 

降水に対する影響評価結果について 

1. はじめに 

柏崎刈羽原子力発電所において，降雨が継続した場合の屋外

アクセスルートへの影響について評価する。 

 

2. 評価概要 

柏崎刈羽原子力発電所における雨水流出量と排水量を比較

し，降雨の影響を評価する。 

 

 

2．1 降雨強度 

柏崎観測所の観測記録（1976 年～2012 年）のうち最大 1 時

間降水量は 52mm(2007 年 8 月 22 日)であるが，外部事象の考

慮において，年超過確率評価に基づき設計基準を設定している

ことから，柏崎市の 10-4 確率降水量（1 時間降水量 101.3mm）

の設計雨量強度を用いて評価する。 

 

2．2 雨水流出量 

柏崎刈羽原子力発電所の雨水は，集水範囲ごとに設置される

排水路を通じて海域に排水する。 

雨水流出量の評価に当たっては，集水範囲ごとに集水面積を

積算した上で 101.3mm/h 降雨時の第 1 図に示す排水路流末へ

の雨水流出量を算出する。 

雨水流出量 Q1 の算出には，「新潟県農林水産部:新潟県林地

開発許可申請審査要領，2014」を参照して，以下のラショナル

式を用いる。 

 

Q1＝1/360×f×r×A 

Q1：雨水流出量（m3/s） 

f ：流出係数 

r ：設計雨量強度（mm/h） 

A ：集水区域面積（ha） 

 

 

 

 

 

別紙（2） 

降水に対する影響評価について 

1. 概要 

東海第二発電所において，降雨が継続した場合の屋外アクセ

スルートへの影響について，評価を実施する。 

 

2. 評価方法 

東海第二発電所における雨水流出量と流末排水路の排水量を

比較し，降水の影響について評価を行う。集水流域，幹線排水

路及び流末排水路位置を第 1図に示す。 

 

2.1 降雨強度 

降雨強度は，設計基準としての降水量である 127.5mm／h を

用いて評価する。なお，気象庁の気象統計情報における降水量

の観測記録によれば，東海第二発電所の最寄りの気象官署であ

る水戸地方気象台（水戸市）で観測された観測史上 1 位の降水

量は 81.7mm／hである。 

 

2.2 雨水流出量の算出 

 

 

雨水流出量は，集水流域ごとに設計基準としての降水量

127.5mm／h を用いて算出する。 

 

雨水流出量Ｑ１の算出には，「森林法に基づく林地開発許可

申請の手びき」（平成 28 年 4 月茨城県）を参照し，以下の合

理式（ラショナル式）を用いる。 

 

Ｑ1＝1／360・ｆ・ｒ・Ａ 

Ｑ1：雨水流出量（m３／s） 

ｆ：流出係数（開発部：0.9，林地：0.5） 

ｒ：設計基準としての降水量（127.5mm／h） 

Ａ：集水区域面積（ha） 

 

また，集水区域面積は，第 1表のとおり。 

 

 

 

 

別紙（26） 

降水に対する影響評価結果について 

1. はじめに 

島根原子力発電所において，降雨が継続した場合の屋外のア

クセスルートへの影響について評価する。 

 

2. 評価概要 

島根原子力発電所における雨水流出量と排水量を比較し，降

雨の影響を評価する。 

 

 

(1) 降雨強度 

外部事象の考慮において，松江市の観測記録の極値に基

づき設計基準を設定していることから，松江地方気象台の

観測記録（1941 年～2018 年）における既往最大時間降雨量

（77.9mm/h）を用いて評価する。 

 

 

(2) 雨水流出量 

島根原子力発電所の雨水は，集水範囲ごとに設置される

排水路を通じて海域に排水する。 

雨水流出量の評価にあたっては，集水範囲ごとに集水面

積を積算した上で，77.9mm/h 降雨時の第 1 図及び第 2 図に

示す排水路流末への雨水流出量を算出する。 

雨水流出量Ｑの算出には，「林地開発許可申請の手引

き」（平成 12 年 4 月 島根県農林水産部森林整備課）を参

照して，以下の合理式を用いる。 

 

Ｑ＝1/360×ｆ×Ｉ×Ａ 

ここで，Ｑ：雨水流出量（m3/s） 

ｆ：流出係数 

Ｉ：降雨強度（mm/h） 

Ａ：流域面積（ha） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設計方針の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

プラント立地箇所の

相違による観測記録又

は規格・基準値の相違

（６条に示す雨水流出

量より引用） 

 

 

 

・設計方針の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

プラント立地箇所の

相違による観測記録又

は規格・基準値の相違

（６条に示す雨水流出

量より引用） 
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2．3 排水量 

排水路流末における排水量 Q2 及び排水用フラップゲート

の排水量 Q3 は「新潟県農林水産部:新潟県林地開発許可申

請審査要領，2014」を参照して，以下のマニング式に基づ

き評価する。 

 

Q2(Q3)=V×A 

V=1/n×R2/3×I1/2 

Q2(Q3)：排水量（m3/s） 

V：平均流速（m/s） 

n：マニングの粗度係数 

R：径深=A/P（m） 

A：流水断面積（m2） 

P：潤辺（m） 

I：勾配 

 

 

第 1 表 集水区域面積内訳 

流域 

流域面

積

（ha） 

開発部

面積

（ha） 

林地面

積

（ha） 

① 14.5 13.6 0.9 

② 18.7 16.6 5.2 

③ 8.56 8.56 0.0 

④ 0.92 0.92 0.0 

⑤ 2.81 2.81 0.0 

 

2.3 流末排水路排水量 

流末排水路における流末排水路排水量Ｑ２は，「開発行為の

技術基準」（平成 10 年 10 月茨城県）を参照し，以下のマニン

グ式を用いる。 

 

Ｖ＝1／ｎ・Ｒ２／３・Ｉ１／２ 

Ｑ2＝Ｖ・Ａ 

 

Ｑ2：流末排水路排水量（m３／s） 

Ｖ：平均流速（m／s） 

ｎ：マニングの粗度係数 

Ｒ：径深＝Ａ／Ｓ（m）（Ｓ：潤辺（m）） 

Ａ：流末排水路流水断面積（m２） 

Ｉ：勾配 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3) 排水量 

排水路流末における排水量Ｑ'は「林地開発許可申請の手

引き」（平成 12 年 4 月島根県農林水産部森林整備課）を参

照して，以下のマニング式に基づき評価する。 

 

Ｖ＝1/ｎ×Ｒ2/3×ｉ1/2 

Ｑ =Ａ Ｖ 

ここで，Ｖ ：流速（m/s） 

ｎ ：粗度係数 

Ｒ ：径深（m）＝Ａ/Ｐ 

Ａ ：通水断面積（m2） 

Ｐ ：潤辺（m） 

ｉ ：水路勾配 

Ｑ'：排水量（m3/s） 
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第 1 図 集水流域，幹線排水路及び流末排水路位置 
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3. 評価結果 

雨水流出量と排水路流末の排水量の比較結果を第 1 表に，

雨水流出量が排水量を上回る場合の滞留水発生位置及び想定範

囲を第 2 図に，滞留水深さの算定結果を第 2 表に，排水用フ

ラップゲート位置を第 3 図に示す。 

 

 

 

 

 

 

〔荒浜側〕 

荒浜側については，流域 A，B を除いて，排水量が雨水流出量

を上回り，既存の排水路から雨水を海域に排水することが可能で

ある。 

流域 A，B については，T.M.S.L.+約 13m の地点で排水量が雨

水流出量を下回ることから，全ての滞留水が流域 B に流れ込む

と保守的に仮定すると，その滞留水深さは約 8cm/h となる。 

ただし，荒浜側には第 3 図に示すとおり排水路とは別に排水

用フラップゲートが設置されており，この滞留水は排水用フラッ

プゲートを通じて速やかに排水されるため，屋外アクセスルート

のアクセス性に支障はない。 

 

〔中央土捨場〕 

中央土捨場については，流域 G の排水量が雨水流出量を上回

り，既存の排水路から雨水を海域に排水することが可能である。 

 

〔大湊側〕 

大湊側については，流域 H，K を除いて，排水量が雨水流出量

を上回り，既存の排水路から雨水を海域に排水することが可能で

ある。 

2.4 判定基準 

「2.3 流末排水路排水量の算出」において算出した流末排

水路排水量 Ｑ２が，「2.2 雨水流出量の算出」において算

出した雨水流出量Ｑ１を上回ることを確認することにより，雨

水を遅滞なく海域に排水することが可能であること及び敷地内

が降水によって浸水しないことを判定基準とする。 

 

3. 評価結果 

雨水流出量と流末排水路の排水量の比較結果を第 2 表，敷地

高さ及び地表水流下想定を第 2 図に示す。流末排水路の排水量

が雨水流出量を上回る設計とすること及び敷地勾配を考慮した

設計とすることで，雨水を遅滞なく海域に排水することが可能

である。 

なお，地表を流下する雨水についても，敷地傾斜に従い流下

し，流末排水路より速やかに排水されること，屋外アクセスル

ート及びその周辺には雨水が滞留するようなくぼ地はないこと

から，屋外アクセスルートのアクセス性に支障はない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

3. 評価結果 

雨水流出量と排水路流末の排水量の比較結果を第 1 表に示

す。 

すべての排水路流末の排水量が雨水流出量を上回り，既存の

排水路から雨水を海域に排水することが可能であることから，

屋外のアクセスルートのアクセス性に支障はない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7】 

柏崎 6/7 では，一部

の排水路で排水量が雨

水流出量を下回ること

から，滞留水がフラッ

プゲートで排水できる

としているが，島根２

号炉は，全ての排水路

で排水量が雨水流出量

を上回るため，記載し

ない 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1.0.2-650



 

 

柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20 版） 東海第二発電所（2018.9.18 版） 島根原子力発電所 ２号炉 備考 

流域 I については，放水路を通じて排水しているが，運転時

の放水流量が 7 号炉で 92m3/s に対して，放水路への雨水流出量

は 0.73m3/s と小さいことから放水路の排水に影響はない。 

流域 H については，T.M.S.L.+約 8m の地点で排水量が雨水流

出量を下回るが，大湊側の 6 号及び 7 号炉の設置高さ

T.M.S.L.+12m よりも低いため，滞留せずに海に流出する。 

流域 K については，T.M.S.L.+12m の地点で排水量が雨水流出

量を下回ることから，全ての滞留水が流域 K の T.M.S.L.+12m の

範囲に流れ込むと保守的に仮定すると，その滞留水深さは約

2cm/h となる。 

ただし，大湊側には第 3 図に示すとおり排水路とは別に排水

用フラップゲートが設置されており，この滞留水は排水用フラッ

プゲートを通じて速やかに排水されるため，屋外アクセスルート

のアクセス性に支障はない。 

 

以上のことから，一部滞留水が発生するものの排水用フラップ

ゲートから滞留水を速やかに海域に排水することが可能であるこ

とから，屋外アクセスルートのアクセス性に支障はない。 

なお，排水用フラップゲートについては，本評価の中では排水設

備の一部として位置付けている。 
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第 1 表 雨水流出量と排水路流末排水量の比較結果 

 

第 2 表 雨水流出量と流末排水路の排水量の比較結果 

 

第 1 表 雨水流出量と排水路流末の排水量の比較結果 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7】 

柏崎 6/7 では，一部

の排水路で排水量が雨

水流出量を下回ること

から，滞留水がフラッ

プゲートで排水できる

としているが，島根２

号炉は，全ての排水路

で排水量が雨水流出量

を上回るため，一部項

目を記載しない 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

流域 
雨水流出量 

Ｑ（m3/s） 

 

排水設備 

排水路流末 

排水量 

Ｑ’（m3/s） 

安全率 

（Ｑ’/Ｑ） 

○Ａ  5.40 
ﾋｭｰﾑ管φ1500 

8.07 1.49 
VS 側溝 B=1000,H=700 

○Ｂ  0.22 ﾋｭｰﾑ管φ800 2.41 10.95 

○Ｃ  0.12 ﾋｭｰﾑ管φ800 2.41 20.08 

○Ｄ  0.11 ﾋｭｰﾑ管φ800 2.41 21.91 

○Ｅ  0.55 ﾋｭｰﾑ管φ800 2.41 4.38 

○Ｆ  7.03 BOX2000×2000 16.44 2.34 

○Ｇ  0.90 ﾋｭｰﾑ管φ800 1.87 2.08 

○Ｈ  0.32 ﾋｭｰﾑ管φ800 2.29 7.16 

○Ｉ  0.34 ﾋｭｰﾑ管φ1500 8.51 25.03 

○Ｊ  0.17 ﾋｭｰﾑ管φ1500 8.51 50.06 

○Ｋ  0.82 ﾋｭｰﾑ管φ1500 8.51 10.38 

○Ｌ  0.64 ﾋｭｰﾑ管φ1500 8.51 13.30 

○Ｍ  0.54 ﾋｭｰﾑ管φ1500 8.51 15.76 

○Ｎ  8.38 ﾋｭｰﾑ管φ2000 15.22 1.82 
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第 2 図 敷地高さ及び地表水流下想定 
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第 2表 滞留水深さの算定結果 

 

第 3 図 排水用フラップゲート位置図 

  ・設備の相違 

【柏崎 6/7】 

柏崎 6/7 では，一部

の排水路で排水量が雨

水流出量を下回ること

から，滞留水がフラッ

プゲートで排水できる

としているが，島根２

号炉は，全ての排水路

で排水量が雨水流出量

を上回るため，一部項

目を記載しない 
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次に，排水路が閉塞した事態を想定した場合の降水の影響につ

いて，検討する。 

この検討では，第 1 図に示す流域の全ての雨水が荒浜側，大

湊側の建屋周りに流れ込むと保守的に仮定した場合の雨水流出量

と排水用フラップゲートの排水量を比較し，降水の影響を評価す

る。 

検討の結果は第 3 表に示すとおり，荒浜側，大湊側ともに排

水量が雨水流出量を上回り，排水用フラップゲートから雨水を海

域に排水することが可能であることから，排水路が閉塞した事態

を想定した場合においても屋外アクセスルートのアクセス性に支

障がないことを確認した。 

 

第 3 表 雨水流出量とフラップゲート排水量の比較結果 

 

 4. 排水設備の性能維持に係る運用管理について 

(1) 性能維持管理対象について 

排水設備の手前及び複数の管路が合流する箇所等には枡

が設けられている。排水設備の排水能力を維持する上で

は，排水設備の手前にある枡の性能が直接的に寄与するこ

とから，当該枡を性能維持管理の対象とする。性能維持管

理対象とする枡の設置場所は第 2図のとおり。 

なお，排水設備は敷地内の低所に設けられており，仮に

当該枡に至るまでの排水路の性能が低下している場合にお

いても道路等を伝っての流下が期待できることから，これ

らの排水路は維持管理対象外とする。 

 

(2) 運用管理について 

性能維持管理の対象である枡及び当該枡からの排水路

は，外観点検を１回／年実施し，フラップゲートは，外観

点検及び動作確認を実施することにより，排水能力を維持

する。 

また，上記点検に併せて，枡及び当該枡からの排水路の

清掃を実施する。 

・設備の相違 

【柏崎 6/7】 

島根２号炉は，排水

路とは別の排水用フラ

ップゲートはない 
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別紙 31 

可搬型設備の小動物対策について 

 

屋外保管場所に保管している可搬型設備については，小動物が

開口部等から設備内部に侵入し，設備の機能に影響を及ぼす可能

性があることから，可搬型設備に開口部がある場合には，侵入防

止対策を実施する。 

 

 

 

 

 

 

以下に現状の可搬型設備の開口部有無と対策内容を示す。 

 

 

(1) 可搬型設備の開口部確認結果 

 

別紙（5） 

可搬型設備の小動物対策について 

 

可搬型設備は小動物が開口部等から設備内部に侵入し，設備の

機能に影響を及ぼす可能性があることから，可搬型設備に開口部

がある場合には，侵入防止対策を実施する。今後配備予定の車両

についても同様な対策を実施する。 

また，発電所における小動物の生息状況について構内従事者へ

の聞き取り，モグラ塚の有無等から確認した結果，ねずみ，モグ

ラ等の一般的な小動物が確認されている。ただし，設備の機能に

影響を及ぼすほど大量に発生した実績はなく，開口部への侵入防

止対策を行うことで，可搬型設備の機能に影響を及ぼすおそれは

ないと判断した。 

第 1表及び第 1図に配備済みの可搬型設備の開口部有無と対策

内容を示す。 

  

第 1 表 可搬型設備の開口部確認結果 

 

※ 小動物侵入により機能影響を及ぼす閉鎖的空間無し 

 

別紙（27） 

可搬型設備の小動物対策について 

 

屋外保管場所に保管している可搬型設備については，小動物が

開口部から設備内部に侵入し，設備の機能に影響を及ぼす可能性

があることから，可搬型設備に開口部がある場合には，侵入防止

対策を実施する。 

 

 

 

 

 

 

以下に現状の可搬型設備の開口部有無と対策内容を示す。 

 

 

１．可搬型設備の開口部確認結果例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

可搬型設備の相違に

よる対策内容の相違 
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（2）可搬型設備の対策実施例 

①可搬型代替交流電源設備

 

②可搬型代替注水ポンプ（A-2 級消防車） 

 

③可搬型代替注水ポンプ（A-1 級消防車） 

 

④大容量送水車 

 

 

①可搬型代替注水中型ポンプ 

 

②ホース展張車 

 
③可搬型代替低圧電源車 

 
④可搬型ケーブル運搬車 

 

第 1図 可搬型設備 小動物対策例（1／2） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２.可搬型設備の対策実施例 

(1)大量送水車 

 
(2)可搬式窒素供給装置 
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⑤タンクローリ 

 

⑥可搬型窒素供給装置（小型） 

 

⑦放射能観測車 

 

⑧ホイールローダ 

 

第 1 図 可搬型設備 小動物対策例（2／2） 
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別紙 32 

屋外アクセスルート近傍の障害となり得る要因と影響評価 

について 

屋外アクセスルート近傍の障害となり得る構造物を抽出し，抽

出した構造物に対しアクセスルートへの影響評価を実施した。ま

た，影響評価における建物の倒壊による影響範囲については，過

去の地震時の建屋被害事例から損傷モードを想定し，影響範囲を

設定した。 

別紙（15） 

屋外アクセスルート近傍の障害となり得る要因と影響評価 

について 

 屋外アクセスルート近傍の障害となり得る構造物等を抽出し，

抽出した構造物等に対しアクセスルートへの影響評価を実施し

た。また，建物の損壊による影響範囲については，過去の地震時

の建屋被害事例から損傷モードを想定し，影響範囲を設定した。 

 屋外アクセスルートに影響する構造物等の抽出及び影響評価は

以下の手順で行った。 

手順①：防潮堤内側の構造物等を抽出（1項） 

  防潮堤内側の構造物等を全て抽出する。 

手順②：構造物等の損壊による屋外アクセスルートへの影響範

囲の評価（2項） 

構造物等が損壊した場合の影響範囲をもとに，アクセ

スルートへの干渉の有無を確認の上，以下の点を評価

する。 

・アクセスルートに干渉する全ての構造物等について，

単独で損壊した場合に必要な幅員が確保可能か

・損壊時にアクセスルートに干渉する全ての構造物等に

ついて，アクセスルートを挟んだ向かい側にアクセス

ルートに干渉する構造物の有無，ある場合は必要な幅

員が確保可能か 

手順③：アクセスルートに影響がある構造物の詳細確認（3

項） 

手順②の評価結果のうち，がれき撤去によりアクセス

別紙（28） 

保管場所及び屋外のアクセスルート近傍の障害となり得る要因と 

影響評価について 

保管場所及びアクセスルート近傍の障害となり得る構造物を抽

出し，抽出した構造物に対し保管場所及びアクセスルートへの影

響評価を実施した。また，影響評価における建物の損壊による影

響範囲については，過去の地震時の建物被害事例から損傷モード

を想定し，影響範囲を設定した。 

1. 保管場所における影響評価手順

保管場所に影響する構造物の抽出及び影響評価は以下の手順

で行った。 

手順①：発電所構内の構造物を抽出 

発電所構内の構造物を全て抽出する。 

手順②：構造物の損壊による保管場所への影響範囲の評価 

各保管場所の敷地が設定した周辺構造物の影響範

囲に含まれるか否かを評価する。 

2. アクセスルートにおける影響評価手順

アクセスルートに影響する構造物の抽出及び影響評価は以下

の手順で行った。 

手順①：発電所構内の構造物を抽出（3項） 

発電所構内の構造物を全て抽出する。 

手順②：構造物の損壊によるアクセスルートへの影響範囲

の評価（4項） 

構造物が損壊した場合の影響範囲をもとに，アク

セスルートへの干渉の有無を確認の上，以下の点

を評価する。 

・アクセスルートに干渉する全ての構造物につい

て，単独で損壊した場合に必要な幅員が確保可能

か 

・損壊時にアクセスルートに干渉する全ての構造物

について，アクセスルートを挟んだ向かい側にア

クセスルートに干渉する構造物の有無，ある場合

は必要な幅員が確保可能か 

なお，手順②の評価結果からアクセスルートに影響がある構

・記載方針の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

 島根２号炉は，保管

場所における抽出及び

影響評価の手順を明確

化 

・記載方針の相違

【柏崎 6/7】 

島根２号炉は，アク

セスルートにおける抽

出及び影響評価の手順

を明確化 
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(1) 屋外アクセスルート近傍の構造物の抽出 

図面確認並びに現場調査により，屋外アクセスルート近傍の

障害となり得る構造物を第 1-1 表，第 1-2 表に示すとおり抽

出した。抽出した構造物の配置を第 1-1 図～第 1-5 図に示

す。 

ルートの確保，又は人力にて送水ホースを敷設するこ

とで対応するとした構造物等の対応の成立性ついて，

詳細に確認する。  

  

1. 屋外アクセスルート近傍の構造物等の抽出 

 図面確認並びに現場調査により，屋外アクセスルート近傍の障

害となり得る構造物等を抽出した。抽出した構造物等を第 1表及

び第 2表に示す。また，構造物等の配置を第 1図～第 4図に示

す。 

造物が抽出された場合は重大事故時等対応の成立性について詳

細確認を行う。 

 

 

3. アクセスルート近傍の構造物の抽出 

図面確認並びに現場調査により，アクセスルート近傍の障害

となり得る構造物を抽出した。抽出した構造物を第 1表及び第

2表に示す。また，構造物の配置を第 1図～第 5図に示す。 
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第 1-1 表 アクセスルートの周辺構造物（建屋） 第 1表 アクセスルートの周辺構造物（建屋） 第１表 アクセスルートの周辺構造物（建物）(1/2) ・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

プラントの相違によ

る表の内容の相違 
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第１表 アクセスルートの周辺構造物（建物）(2/2) 
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第 1-2 表 アクセスルートの周辺構造物（建屋以外） 

 

第 2 表 アクセスルートの周辺構造物等（建屋以外） 

 

第２表 アクセスルートの周辺構造物（建物以外）(1/2) 
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第２表 アクセスルートの周辺構造物（建物以外）(2/2) 
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第 1図 アクセスルートの周辺構造物等（発電所全体） 

第
1
-
1
図
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ト
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辺
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造
物
（
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所
全
体
図
）
 

第
1
図
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物
（
発
電
所
全
体
）
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第 2図 アクセスルートの周辺構造物等（東海第二発電所側詳細

図） 

第
2
図
 
ア
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の
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造
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第 3図 アクセスルートの周辺構造物等（海側詳細図） 

第
1-
3
図

 
ア
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造
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第 4図 アクセスルートの周辺構造物等（東海発電所側詳細図） 
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4
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(2) 構造物の倒壊による屋外アクセスルートへの影響範囲の評価 

 

アクセスルート近傍の障害となり得るとして抽出した構造物

のうち，耐震 S クラス（Ss 機能維持含む）以外の構造物につ

いては，基準地震動 Ss により損壊し，倒壊するものとしてア

クセスルートへの影響評価を実施した。 

構造物のうち建屋の倒壊による影響範囲は，過去の被害事例

から建屋の損傷モードを想定し評価した。第 2 表に示すとお

り，建屋の損傷モードを層崩壊，転倒崩壊とし，影響範囲は全

層崩壊，又は建屋の根元から転倒するものとして建屋高さ分を

設定した。 

 

建屋以外の構造物の損壊による影響範囲は，構造物が根元か

らアクセスルート側に倒壊するものとして設定し評価した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

構造物の倒壊によるアクセスルートへの影響評価結果を第

3-1 表～第 3-4 表，倒壊により影響を与える構築物の位置を

第 4-1 図～第 4-3 図に示す。アクセスルートに必要な幅員

（3m※）を確保できないと想定される場合は倒壊の影響を受け

ると評価した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2. 構造物等の損壊による屋外アクセスルートへの影響範囲の評

価 

アクセスルート近傍の障害となり得るとして抽出した構造物の

うち，耐震Ｓクラス（ＳＳ機能維持含む。）以外の構造物につい

ては，基準地震動ＳＳによりがれきが発生するものとしてアクセ

スルートへの影響評価を実施した。 

建屋構造物の影響範囲は第 3表に示すとおり，建屋の損傷モー

ドを層崩壊，転倒崩壊とし，影響範囲は全層崩壊，又は建屋の根

元から転倒するものとして建屋高さ分を設定した。なお，鉄骨造

建屋については，過去の被害調査から層崩壊や転倒崩壊は確認さ

れていない（補足説明資料（3）参照）が，影響範囲を建屋高さ

分と設定した。 

建屋以外の構造物のうち機器類の損壊による影響範囲は，構造

物が根元からアクセスルート側に影響するものとして設定し評価

した。 

建屋以外の構造物のうち斜面の崩壊による影響範囲は，斜面高

さの 2倍を崩壊土砂の到達距離として評価した。（別紙（13）参

照） 

 

 

 

 

 

構造物（建屋，機器類）の損壊によるアクセスルートへの影響

評価方法を第 4表，影響評価結果を第 5表～第 6表，損壊により

影響を与える構造物等の位置を第 5図～第 7図に示す。損壊時に

アクセスルートに干渉する全ての構造物等のうち，必要な幅員※

を確保できないと想定される場合は損壊の影響を受けると評価し

た。 

 

 

また，損壊時にアクセスルートに干渉する全ての構造物等につ

いて，アクセスルートを挟んだ向かい側にアクセスルートに干渉

する構造物の有無，ある場合は必要な幅員が確保可能か確認し，

確保できないと想定される場合は損壊の影響を受けると評価し

た。 

 

 

4. 構造物の損壊によるアクセスルートへの影響範囲の評価 

 

アクセスルート近傍の障害となり得るとして抽出した構造物

のうち，耐震Ｓクラス（Ｓｓ機能維持含む）以外の構造物につ

いては，基準地震動Ｓｓによりがれきが発生するものとしてア

クセスルートへの影響評価を実施した。 

構造物のうち建物の損壊による影響範囲は，過去の被害事例

から建物の損傷モードを想定し評価した。第 3表に示すとお

り，建物の損傷モードを層崩壊，転倒崩壊とし，影響範囲は全

層崩壊，又は建物の根元から転倒するものとして建物高さ分を

設定した。 

 

建物以外の構造物の損壊による影響範囲は，構造物が根元か

らアクセスルート側に影響するものとして設定し評価した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

構造物の損壊によるアクセスルートへの影響評価方法を第 4

表，影響評価結果を第 5表～第 6表に示す。損壊時にアクセス

ルートに干渉する全ての構造物のうち，必要な幅員（3.0m※）

を確保できないと想定される場合は損壊の影響を受けると評価

した。 

 

 

 

また，損壊時にアクセスルートに干渉する全ての構造物につ

いて，アクセスルートを挟んだ向かい側にアクセスルートに干

渉する構造物の有無，ある場合は必要な幅員が確保可能か確認

し，確保できないと想定される場合は損壊の影響を受けると評

価した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設計方針の相違 

【東海第二】 

島根２号炉は，4.(4)

③④に示す周辺斜面の

基準地震動によるすべ

り安定性評価結果より

土砂の発生が想定され

ない 

 

・設計方針の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根２号炉は，損壊

により影響を与える構

造物はない 

 

 

・設計方針の相違 

【柏崎 6/7】 

島根２号炉は，アク

セスルートを挟んだ向

かい側にアクセスルー

トに干渉する構造物に

ついても考慮 
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※可搬型設備のうち最大幅の代替原子炉補機冷却系熱交換器ト

レーラー（2.7m）から保守的に設定。

なお，以下の箇所は重機によるがれき撤去は行わずに人力でホ

ース又はケーブルを敷設するものとする。 

・接続口付近

がれき等の有無にかかわらず，車両通行せずに人力でホース

を敷設する箇所であり，また，がれき上からホース又はケーブ

ルを敷設することが可能である。

なお，東側接続口付近に設置されている廃棄物処理建屋換気

空調ダクトは地震時の損壊を想定した場合にダクト上を人力で

ホース又はケーブル敷設することが可能である。

あらかじめ形状変更・移設等の事前対策を行う構造物を第 8

図から第 10 図に示す。 

※ 必要な幅員（5m）は，重大事故等対応において早急に確保す

べきアクセスルート幅として，車両通行幅 3m（重大事故等

発生直後にアクセスルートの通行を想定している可搬型設備

のうち，車幅が最大となる「可搬型代替注水大型ポンプ（車

幅：2.49m）」に余裕を考慮）及び，ホース敷設幅 2m（原子

炉注水等用の 200A ホース 3本＋水源補給用の 200A ホース 1

本＋放水用の 300A ホース 2本の計 6本を敷設した場合の占

有幅（1.4m）に余裕を考慮）から設定

※ 可搬型設備のうち最大幅の大型送水ポンプ車の車両幅（約

2.5m）及び使用ホース中最大サイズの 300A ホース１条敷

設の幅（約 0.4m）を考慮し設定。なお，その他のサイズ

のホース使用時も１条敷設で使用する。 

・設計方針の相違

【東海第二】 

島根２号炉は，接続

口付近を含むアクセス

ルート上においては重

機によるがれき撤去を

行わずにホース又はケ

ーブル敷設が可能 

・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

可搬型設備等の仕様

の相違 

【東海第二】 

島根２号炉は，重大

事故等対応の初動にお

いて必要である車両の

通行及びホース敷設幅

（150A ホース１本もし

くは 300A ホース１本）

を確保可能 
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第 2表 建屋の損傷モード及び倒壊による影響範囲 第 3表 建屋の損傷モード及び損壊による影響範囲 第 3表 建物の損傷モード及び損壊による影響範囲 
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第 4表 構造物（建屋，機器類）損壊時の影響評価方法 

アクセスルート対象距離：Ｌの設定にあたり，全ての構造物

の影響範囲を確認（参考資料－1）した上で，アクセスルート

に干渉する可能性のある面との距離を算出する。 

第 4表 構造物（建物，機器類）損壊時の影響評価方法 ・記載方針の相違

【柏崎 6/7】 

 島根２号炉は，構造

物（建物，機器類）損

壊時の影響評価方法を

記載 
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・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

プラントの相違に伴

う評価結果の相違 

第
5
表
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の
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響
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建
物
）
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1
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表
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果
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第 5図 アクセスルートの周辺構造物 

（東海第二発電所側詳細図） 
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第 6図 アクセスルートの周辺構造物（海側詳細図） 
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第 7図 アクセスルートの周辺構造物（東海発電所側詳細図） 
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第 8図 サービス建屋～チェックポイント歩道上屋並びに原子炉

建屋付属棟及び廃棄物処理建屋に対する事前対策（形状変更，

ALC パネル部変更） 
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第 9図 サービス建屋（東海発電所），溶融炉苛性ソーダタン

ク，溶融炉アンモニアタンクに対する事前対策（構造変更，移

設） 

1.0.2-685



柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20 版） 東海第二発電所(2018.9.18 版) 島根原子力発電所 ２号炉 備考 

第 10 図 154kV 引留鉄構に対する事前対策（移設） 

 第 5表及び第 6表において，損壊時にアクセスルートに干渉す

る構造物等（Ｌ（アクセスルート対象距離）－Ｈ（構造物高さ）

の値が負の数の構造物等）について，構造物の影響範囲を確認

（参考資料-1）した上で，確保可能なアクセスルートの幅員が構

造物の単独損壊評価よりも狭くなるおそれがある構造物等につい

て，損壊時に確保可能なアクセスルートの幅員を確認した。評価

結果を第 7表，詳細確認結果を第 12 図, 第 13 図，第 15 図，第

16 図，第 17 図に示す。 

第 5表及び第 6表において，損壊時にアクセスルートに干渉

する構造物（Ｌ（アクセスルート対象距離）－Ｈ（構造物高

さ）の値が負の数の構造物）について，構造物の影響範囲を確

認（参考資料－1）した上で，確保可能なアクセスルートの幅

員が構造物の単独損壊評価よりも狭くなるおそれがある構造物

について，損壊時に確保可能なアクセスルートの幅員を確認し

た。評価結果を第 7表，詳細確認結果を第 6，7図に示す。 

・記載方針の相違

【柏崎 6/7】 

島根２号炉は，確

保可能なアクセスル

ートの幅員が構造物

の単独損壊評価より

も狭くなるおそれが

ある構造物について

評価 
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第 7表 損壊時にアクセスルートに干渉する構造物等の評価結果 第 7表 損壊時にアクセスルートに干渉する構造物の評価結果 ・設備の相違

【東海第二】 

プラントの相違に

伴う評価結果の相違 
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3. アクセスルートに影響がある構造物の詳細確認

損壊時にアクセスルートに影響がある構造物等のうち，第 5表

及び第 6表の対応方針にて，がれき撤去によりアクセスルートの

確保，又は人力にて送水ホースを敷設することで対応するとした

構造物等の対応の成立性について，アクセスルート及び近傍構造

物等との位置関係及び構造物等の外観を第 11 図～第 17図に示

す。 

第 11図 屋内開閉所等の構造物とアクセスルートの位置関係及

び構造物外観 

・設計方針の相違

【東海第二】 

島根２号炉は，接

続口付近を含むアク

セスルート上におい

ては重機によるがれ

き撤去を行わずにホ

ース又はケーブル敷

設が可能 
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第 12 図 原子炉建屋東側の構造物とアクセスルートの位置関係

及び構造物外観並びに人力によるホース敷設の想定範囲 
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第 13 図 補修装置等保管倉庫，焼却炉用プロパンボンベ庫等の

構造物及び側方流動とアクセスルートの位置関係及び構造物外観 
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第 14 図 機材倉庫等の構造物とアクセスルートの位置関係及び

構造物外観 
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第 15 図 サイトバンカー建屋，サービス建屋（東海発電所）等

の構造物とアクセスルートの位置関係及び構造物外観並びに人力

によるホース敷設の想定範囲 
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第 16 図 擁壁①，崩壊土砂①等の構造物と 

アクセスルートの位置関係及び構造物外観 
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第 17 図 固体廃棄物貯蔵庫 A棟，側方流動等の構造物と 

アクセスルートの位置関係及び構造物外観 
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5. 保管場所及びアクセスルート周辺構造物の耐震評価

保管場所及びアクセスルート周辺の構造物のうち①周辺構造

物の損壊（建物，鉄塔等）及び②周辺タンク等の損壊につい

て，基準地震動Ｓｓによる影響確認が必要な構造物を第 8，9

表の通り抽出した。 

第 8表 保管場所及びアクセスルート周辺構造物の 

耐震評価の一覧表（１／２） 

・記載方針の相違

【柏崎 6/7，東海第

二】 

島根２号炉は，基

準地震動Ｓｓによる

影響確認が必要な構

造物を明確化 
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第 8表 保管場所及びアクセスルート周辺構造物の 

耐震評価の一覧表（２／２） 
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第 9表 耐震設計・評価方針 

第 8，9表で抽出した構造物のうち，耐震設計・評価方針分類

が「耐震評価」の構造物（設置許可基準規則第 9条及び技術基準

規則第 12条において耐震性を説明するものを除く）の耐震評価

方針を第 10 表に示す。 

このうち，免震重要棟の評価方針，評価結果を別紙（37）で示

す。その他の構造物の評価結果については詳細設計段階で示す。 

・記載方針の相違

【柏崎 6/7，東海第

二】 

島根２号炉は，耐

震設計・評価方針を

明確化 

・記載方針の相違

【柏崎 6/7，東海第

二】 

島根２号炉は，

「耐震評価」の構造

物の耐震評価方針を

明確化 
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参考資料－1 

敷地内構造物等の損壊時の影響範囲 

敷地内構造物等の損壊時の影響範囲を第 1図～第 4図に示す。 

第 1図 アクセスルートの周辺構造物等（発電所全体） 

第 2図 構造物等の損壊時の影響範囲 

（東海第二発電所側詳細図） 

参考資料－1 

敷地内構造物等の損壊時の影響範囲 

敷地内構造物等の損壊時の影響範囲を第 8 図～第 12 図に示

す。 

第
4-
1
図
 
建
屋
倒
壊
時
の
影
響
評
価
結
果
（
別
紙

1
 
荒
浜
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図
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第
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第 3図 構造物等の損壊時の影響範囲（海側詳細図） 

第 4図 構造物等の損壊時の影響範囲（東海発電所側詳細図） 

第
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図
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参考資料－2 

屋外アクセスルートに波及的影響を与えるおそれが 

あるものについて 

屋内外アクセスルートに影響のある施設として ALC※パネル

部，原子炉建屋付属棟外壁の開口閉鎖部及び原子炉建屋付属棟内

の間仕切壁（フレキシブルボード）を確認した。 

※ ALC：“Autoclaved Lightweight aerated Concrete”（高

温高圧蒸気養生された軽量気泡コンクリート）の頭文字を

とって名付けられた建材で，板状に成形したもの 

屋外アクセスルートに関して，原子炉建屋付属棟の ALC パネル

の位置を第 1図，原子炉建屋付属棟の ALC パネルの脱落・損傷に

より影響を受ける可能性のあるアクセスルートを第 2図，廃棄物

処理建屋の ALC パネル及びアクセスルートの位置を第 3図に示

す。また，関係する各条文の基準適合のための必要事項及び基準

適合への対応方針を第 1表，基準適合への対応方針を踏まえた設

計方針を第 2表に示す。 

抽出したパネル部については，基準地震動ＳＳ及び設計竜巻に

よって脱落及び損傷しない外壁等に変更することから，屋外アク

セスルートに影響はない。（屋内アクセスルートへの影響評価及

び ALC パネル等の配置については別紙（30）参照） 

・記載方針の相違

【東海第二】 

 島根２号炉は，別紙

（39）にて外装材の影

響評価を記載 

1.0.2-707



 

 

柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20 版） 東海第二発電所(2018.9.18 版) 島根原子力発電所 ２号炉 備考 

第 1表 基準適合のための必要事項及び対応方針 
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第 2表 基準適合への対応方針を踏まえた設計方針 

※1 パネル部等の番号①～⑦の配置は第 1,2,3 図参照、⑧及び

⑨の配置は別紙(30)参照

※2 以下，仕様の鋼製材

・寸法

0.2m×0.3m×4.2m

・質量 135 ㎏

・衝突速度

水平 51m／s

鉛直 34m／s
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第 1図 原子炉建屋付属棟における ALC パネルの位置 

第 2図 原子炉建屋付属棟の ALC パネルの損傷・脱落により，影

響を受ける可能性のあるアクセスルート 

第 3図 廃棄物処理建屋における ALC パネル及びアクセスルート

の位置 
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第 4図 鋼板壁の強度等 
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別紙33 

斜面の崩壊形状について 

 

1．アクセスルートの斜面すべり検討：斜面崩壊形状 

・アクセｓスルート斜面の崩壊形状は，安息角と内部摩擦角の

関係及び土砂の移動時の内部摩擦角の下限値を考慮し，崩壊

土砂の堆積時の角度を15 度と設定する。 

・安息角とは，自然にとりうる土の最大傾斜角で，乾燥した粗

粒土の場合は高さに関係しないが，粘性土の場合は高さに影

響されるので，安息角は一定の値にならない（土質工学会：

技術手帳1，1978）。 

 

第 1 図 斜面の応力状態  

 

・第1 図の応力状態時の斜面が安定するには，滑り力T と抵抗

力S の間にT≦S の条件が成り立つ必要がある。これを展開

すると以下のようになる。 

W･sinβ≦W･cosβ･tanφ 

tanβ≦tanφ 

φ≧β 

 

すなわち，内部摩擦角φは斜面勾配β以上の値であり，安

全率1.0 の極限状態では内部摩擦角φは斜面勾配βと等し

くなる。 

 

・土砂の移動時の内部摩擦角 

【砂防フロンティア整備推進機構：土砂災害防止に関する基礎

調査の手引き，2001】 

急傾斜地の崩壊に伴う土石等の内部摩擦角φ 

15°～40° 

【全国治水砂防協会：砂防設計公式集（マニュアル），1984】 

普通土（固いもの） ：25°～35° 

普通土（やや軟らかいもの） ：20°～30° 

普通土（軟らかいもの） ：15°～25 

  ・設計方針の相違 

【柏崎 6/7】 

柏崎 6/7 では斜面の

崩壊を前提とした評価

に関連して，斜面の崩

壊形状を検討している

が，島根２号炉は，全

斜面の基準地震動によ

るすべり安定性評価を

実施しており，斜面の

崩壊を前提とした評価

を行わないため，柏崎

6/7 別紙 33 と同様の資

料を掲載しない  
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2．アクセスルートの斜面すべり検討：斜面崩壊形状の設定 

・第2 図に示すとおり，すべり範囲に応じた崩壊形状は，すべ

り線が大きいほど崩壊土砂の到達距離は長くなり，崩壊後の

法肩位置は崩壊前の法肩位置に近づいていく。 

・このことから，アクセスルート斜面における崩壊後の土砂堆

積形状は，保守的に崩壊前の斜面形状の法肩を基点にして堆

積角度が15°となるように設定した。 

 

第 2 図 斜面のすべり範囲に応じた崩壊形状のイメージ 
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別紙 34 

揺すり込み沈下の影響評価 

1．揺すり込み沈下率について：（参考）鉄道構造物等設計標準

による評価 

・不飽和地盤の揺すり込みによる沈下量を，「鉄道総合技術研究

所：鉄道構造物等設計標準・同解説 土構造物，2007」に示さ

れている方法に基づき算定した。

・結果，沈下率は最大 0.17%であり，北爪ら（2012）の方法によ

り算定した沈下率より小さいことから，3.(3)3)にて設定した

沈下率 2.0%は十分に保守的であるといえる。

第 1図 鉄道構造物等設計標準・同解説による評価 

別紙（29） 

揺すり込み沈下の影響評価 

1．揺すり込み沈下率について：（参考）鉄道構造物等設計標準

による評価 

・不飽和地盤の揺すり込みによる沈下量を，「鉄道総合技術研

究所：鉄道構造物等設計標準・同解説 土構造物，2007」に

示されている方法に基づき算定した。 

・結果，沈下率は最大 1.72%であり，海野ら（2006）の方法に

より算定した沈下率より小さいことから，3.(4)c.⑤(a)にて

設定した沈下率 3.5%は十分に保守的であるといえる。 

第 1図 鉄道構造物等設計標準・同解説による評価フロー 

第 2 図 評価場所位置図 

・設計方針の相違

【東海第二】 

島根２号炉は，柏崎

6/7 と同様に鉄道構造物

等設計標準に基づき，

設定した揺すり込み沈

下率の保守性を説明 

・設計方針の相違

【柏崎 6/7】 

島根２号炉は，海野

らの知見に基づき不飽

和地盤の揺すり込み沈

下率を設定 一次元地震応答解析より収束せん断剛性を算定する。 

収束せん断剛性を劣化した後のせん断剛性とし， 

地震前の変形係数 Ebef および地震後の劣化した変形係数 Eaft を算定する。 

鉄道構造物等設計標準の地震時における地盤の揺すり込み沈下量の 

算定法に従って，下記の式より揺すり込み沈下量を算定する。 
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2．埋戻土の相対密度 

・A‐1 地点周辺の埋戻土の相対密度は，平均値 85%である。

・敷地内の埋戻土の施工は，締固め度を指標に品質管理してお

り，A‐1 地点を含む 1 号炉取水路周辺の締固め度と他号炉

建屋及び取水路周辺並びに保管場所・アクセスルートの締固

め度は同程度である。 

第 2図 埋戻土の相対密度 

第 1表 揺すり込み沈下による体積ひずみ算定結果 

2．埋戻土（掘削ズリ）の相対密度 

・埋戻土（掘削ズリ）の相対密度の調査位置及び調査結果を第

3図に示す。 

・埋戻土（掘削ズリ）の相対密度は，平均で 71.3%となり，ば

らつきを考慮すると 54.1%となる。 

第 3図 埋戻土（掘削ズリ）の相対密度の調査位置及び調査結果 

・記載方針の相違

【東海第二】 

東海第二は，相対密

度の設定を別紙(40)に

記載 

・地盤の相違

【柏崎 6/7】 

・設計方針の相違

【柏崎 6/7】 

 島根２号炉は，埋戻

土（掘削ズリ）が分布

する全域で調査を実施 

・地盤の相違

【柏崎 6/7】 

評価場所 算定結果 

2 号炉原子炉 

建物南側盛土 

法尻部 

揺すり込み沈下量(cm) 25.8 

地盤の層厚(m) 15.0 

揺すり込み沈下による 

体積ひずみ(%) 
1.72 

法肩部 

揺すり込み沈下量(cm) 45.4 

地盤の層厚(m) 31.0 

揺すり込み沈下による 

体積ひずみ(%) 
1.47 

0

50

100

150

200

250

300

相
対
密
度
Ｄ
ｒ
（
％
）

埋戻土（掘削ズリ）の相対密度

データ数：36 
平均   ：71.3% 
平均-σ ：54.1% 

平均-σ 

平均 
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3．新期砂層・沖積層の相対密度 

・新期砂層・沖積層の相対密度は，平均値 99%である。

第 3図 新期砂層・沖積層の相対密度 

4．古安田層の砂層の相対密度 

・古安田層中の砂層の相対密度は，平均値 89%である。

第 4図 古安山層の相対密度 

・地盤の相違

【柏崎 6/7】 

・地盤の相違

【柏崎 6/7】 
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5．段差評価位置の地質構成 

第 5図 段差評価位置の地質構成 

3．段差評価位置の地質構成 

第 4図 段差評価位置の地質構成 

・設計方針の相違

【東海第二】 

島根２号炉は，柏崎

6/7 と同様に段差評価

位置（地中埋設構造物

及び地盤改良部と埋戻

部との境界部（埋設物

等境界部））の地質構

成図を作成 
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6．6 号炉軽油タンク周辺に発生する段差への対応 

・段差評価の結果，段差が比較的大きく復旧箇所が複数ある 6

号炉軽油タンク周辺への対応について検討した。

・6 号炉軽油タンク南側は，最大 40cm 程度の段差が生じるもの

の，事前に迂回ルートを設けることでアクセスルートを確保す

る（別紙 38 参照）。

・6 号炉軽油タンク北側・西側は，事前に段差緩和対策を行うこ

とでアクセスルートを確保する（別紙 38 参照）。

第 6図 6 号炉軽油タンク部地盤改良周辺状況 

4．2号炉取水槽（取水管取合部）に発生する段差への対応 

・段差評価の結果，段差が比較的大きく復旧箇所が複数ある 2 号

炉取水槽（取水管取合部）への対応について検討した。 

・2 号炉取水槽（取水管取合部）は，事前に段差緩和対策を行う

ことでアクセスルートを確保する（別紙(30)参照）。 

第 5図 2 号炉取水槽（取水管取合部）周辺状況 

・設計方針の相違

【東海第二】 

島根２号炉は，柏崎

6/7 と同様に段差への

対応について説明 

・運用の相違

【柏崎 6/7】 

島根２号炉は，通行

に支障のある段差の発

生が想定される箇所全

てに対してあらかじめ

段差緩和対策を行う 
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別紙35 

津波発生時のアクセスルートのアクセス性について 

 

アクセスルート上で想定される液状化及び揺すり込みによる沈

下量並びに斜面崩壊の影響による沈下量を考慮したアクセスルー

ト位置での高さと遡上域最大水位を比較し，地震時の沈下を想定

しても津波の影響を受けずにアクセスルートは使用可能であるこ

とを確認する。 

検討の対象は，荒浜側のアクセスルートのうち，海側の標高が低

いエリア（T.M.S.L.+13m程度）のアクセスルート及び大湊側のア

クセスルートのうち，防潮堤の外側の海側において標高が低いエ

リア（T.M.S.L.+15.1m～+20.5m 程度）のアクセスルートとす

る。 

 

1． 液状化及び揺すり込みによる沈下 

1．1 評価方法 

アクセスルート上の液状化及び揺すり込みによる沈下に

ついては，本文3.(4)3)a.にお 

いて，液状化による沈下量は地下水位以深の飽和地盤を液

状化の対象とし，その堆積層厚の2%，揺すり込みによる沈

下量は地表～地下水位以浅の不飽和地盤をすべて揺すり込

み沈下の対象とし，その堆積層厚の2%としている。 

上記の評価方法により，検討対象箇所のアクセスルート

について，液状化及び揺すり込みによる沈下量の合計を総

沈下量として算出する。 

第 1 図に沈下量を算出する断面位置を示す。 

 

 

第 1 図 液状化及び揺すり込みによる沈下量算出断面位置 

別紙（35） 

基準津波を超え敷地に遡上する津波に対する対応について 

 

1. 基準津波を超え敷地に遡上する津波の想定 

「設置許可基準規則」第 37 条の重要事故シーケンスの選定

において，津波起因の事故シーケンスについて，「津波浸水

による最終ヒートシンク喪失」を新たな事故シーケンスグル

ープとして追加し，「原子炉建屋内浸水による複数の緩和機

能喪失（最終ヒートシンク喪失）」を重要事故シーケンスと

して選定している。 

この事故シーケンスグループでは，基準津波を超え敷地に

遡上する津波（以下「敷地遡上津波」という。）として T.P.

＋24m（防潮堤位置）※までの津波高さを想定している。 

このため，ここでは T.P.＋24m までの津波高さに係る対応

について整理を行う。 

 ※ 津波高さ（T.P.＋24m）は，仮想的に防潮堤位置に無限鉛

直壁を設定した場合の防潮堤位置の最高水位を示す。 

 

2. 敷地遡上津波時の影響評価 

(1) 敷地浸水評価 

敷地遡上津波時の最大浸水深分布を第 1図に示す。 

敷地浸水評価の結果，敷地遡上津波時の影響としては以

下の特徴がある。 

・敷地内への流入は防潮堤南側終端からの回り込みが支

配的であり，T.P.＋8m に設定するアクセスルートはお

おむね浸水する。（第 1図） 

・防潮堤前面からの越流による敷地内への流入は限定的

である。（第 2図） 

・アクセスルートの周辺施設における最大浸水深は，防

潮堤南側終端に近い使用済燃料乾式貯蔵建屋（以下

「Ｄ／Ｃ」という。）前面を除き，0.5m～1.0m であ

る。（第 3図） 

 

 

 

 

 

 

 ・設計方針の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根２号炉は，防波

壁等を設置することに

より，津波による遡上

波を地上部及び取水

路，放水路等の経路か

ら敷地に到達又は流入

させないため，津波発

生時のアクセスルート

のアクセス性に影響は

ないことから，評価を

実施しない 

・設計方針の相違 

【東海第二】 

島根２号炉は，重大

事故等対処設備の有効

性を確認するための事

故シーケンスの選定に

おいて津波特有の事故

シーケンスを選定して

いないことから，評価

を実施しない 
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1．2 評価結果 

第2‐1 図，第2‐2 図に断面位置の地質図及び総沈下量

を示す。 

地震・津波時にアクセスルートとして期待する範囲①‐

①’区間において，最大1.1m，②‐②’区間において，最

大0.8m の沈下である。 

 
第 2‐1 図 地質断面図及び総沈下量（荒浜側） 

 

第 2‐2 図 地質断面図及び総沈下量（大湊側） 

 

（2） 漂流物の影響 

   敷地浸水評価で抽出した特徴を踏まえ，敷地遡上津波時

において想定される漂流物の影響を以下に示す。 

・ 発電所付近で操業する漁船（約 5t 未満）が防潮堤前

面を乗り越え敷地内に侵入する可能性があるが，防潮

堤東側付近の最大浸水深は 0.5m～1.0m と浅いため，

仮に敷地内に入ったとしても敷地内を漂流することは

ない。 

・ 防潮堤南側終端からの流入が想定される漂流物につい

ては，浸水深が比較的深い南側の敷地内を漂流する可

能性があるが，防潮堤南側終端付近以外は最大浸水深

が 0.5m～1.0m であることから，接続口等が設置され

る原子炉建屋周辺へのアクセス性に影響を及ぼす大き

な漂流物はないものと考える。 

・ 以上より，アクセスルートの復旧を想定する場所にお

いて，重機による撤去が困難となるような漂流物が漂

着することはないものと考える。 

 

 

第1図 敷地遡上津波時の最大浸水深分布 
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2．斜面崩壊の影響による沈下 

2．1 評価方法 

検討対象箇所のアクセスルートについて，斜面崩壊の影

響を考慮した沈下量を評価する。 

本文4．(4)③2)に示すとおり，当該箇所は斜面崩壊の影

響を受ける可能性があることから，斜面崩壊後の堆積土砂

形状を想定し，アクセスルート位置における沈下量を算出

する。 

斜面崩壊後の堆積土砂形状は，以下の条件により設定し

た。 

・すべり土塊の土量に対して土量変化率1.3 を考慮する。 

・斜面崩壊時における堆積土砂形状の斜面角度は15 度と

する。 

検討断面は，荒浜側（1．の検討における①‐①’）の範

囲のうち山側の迂回エリアの幅が東西方向に最も狭い位置

に，また，大湊側（1．の検討における②‐②’）の範囲の

うち最も海岸に近い位置※に選定した。 

第3 図に評価断面位置（③‐③’断面，④‐④’断面）

を示す。 

※標高がT.M.S.L.+15.1m のエリアもあるが，地盤改良土で

盛土されていることからすべりが発生する可能性は小さ

く，海岸からの距離も選定断面位置よりも遠いため，最

も海岸に近い位置に設定した。 

 

 
第 3 図 斜面崩壊の影響による沈下量算出断面 

（③‐③’断面），（④‐④’）位置 

 

 

 

 

※ 防潮堤ルート変更前の時刻歴波形である。 

第 2図 防潮堤前面における津波高さの時刻歴波形 

 

 

 

※ 防潮堤ルート変更前の時刻歴波形である。 

第 3図 各施設の浸水深の時刻歴波形（1／2） 
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2．2 評価結果 

第4‐1 図，第4‐2 図にアクセスルート及び迂回エリア

（アクセスルートと同じ標高の平地）が斜面崩壊の影響を

受ける場合のすべり線及び斜面崩壊後の土砂堆積形状を示

す。 

斜面崩壊後のアクセスルート位置の沈下量は荒浜側で約

1.8m，大湊側で約1.2m である。 

第5 図に斜面のすべり範囲に応じた沈下量のイメージ

（荒浜側を例示）を示す。 

想定するすべり線が第4‐1 図で示すすべり線よりも小さ

い場合，沈下量は大きくなるが，アクセスルート上を通行

可能である。想定するすべり線が第4‐1 図で示すすべり線

よりも大きい場合，アクセスルート位置の沈下量は小さく

なり，津波浸水の影響を受けにくくなる。 

 

第 4‐1 図 想定されるすべり線と斜面崩壊時の土砂堆積形状

（③‐③’断面） 

 

第 4‐2 図 想定されるすべり線と斜面崩壊時の土砂堆積形状

（④‐④’断面） 

 

※ 防潮堤ルート変更前の時刻歴波形である。 

第 3図 各施設の浸水深の時刻歴波形（2／2） 

 

3. 津波影響の不確かさを考慮した対応策 

2.の評価結果より，敷地遡上津波に伴う漂流物の影響は少な

いと考えるが，被害やその後の復旧作業には不確かさがあるこ

とを考慮し，敷地遡上津波の影響を受けない敷地高さに以下の

対応策を講ずることとする。 

＜対応策＞ 

①  淡水源の設置位置 

代替淡水源を敷地遡上津波の影響を受けない発電所

西側の常設代替高圧電源装置置場（T.P.＋11m）の地下

に設置 

②  淡水系接続口の設置 

可搬型代替注水中型ポンプを用いた原子炉等への注

水用の接続口を，敷地遡上津波の影響を受けない常設

代替高圧電源装置置場（T.P.＋11m）に 2箇所設置 

以上に示す対応策の概要を第 4図に示す。 

 

敷地遡上津波を起因とした重大事故等は，当該津波から防護

する常設重大事故等対処設備（原子炉隔離時冷却系，低圧代替

注水系，残留熱除去系，緊急用海水系（参考資料－1），常設

代替高圧電源装置等）により対応可能な設計とするが，これに

加えて，全交流動力電源が喪失した場合の対応手段を確保する

ため可搬型設備による原子炉等への注水に係る可搬型設備のア

クセスルートを設定する。 
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第 5 図 斜面のすべり範囲に応じた沈下量のイメージ 

 

3．地震時のアクセスルートの総沈下量 

3．1 荒浜側の総沈下量 

荒浜側のアクセスルートにおいて「1．液状化及び揺すり

込みによる沈下」による最大沈下量約1.1m 及び「2．斜面

崩壊の影響による沈下」による沈下量約1.8m を考慮する

と，総沈下量は約2.9m となり，標高はT.M.S.L.+10.1m 程

度となる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 4 図 敷地遡上津波に対する対応概要図 

 

 

4. 敷地遡上津波に対する建屋の水密化について 

敷地遡上津波発生時は，浸水評価の結果から T.P.＋8m に設

置する原子炉建屋が 0.5m～1.0m 浸水する。原子炉建屋の防護

対象範囲への浸水を防止するため，貫通部に対して止水処理を

実施する。また，扉等開口部については，水密扉を設置するこ

とで，津波の浸水を防止する。 

貫通部止水対策の施工例を第 5 図に，貫通部止水処理及び水

密扉設置箇所の配置を第 6図に示す。 
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3．2 大湊側の総沈下量 

大湊側のアクセスルートにおいて「1．液状化及び揺すり

込みによる沈下」による最大沈下量約0.8m 及び「2．斜面

崩壊の影響による沈下」による海岸に最も近い地点

（T.M.S.L.+16.5m）における沈下量約1.2m を考慮すると，

総沈下量は約2.0m となり，標高はT.M.S.L.＋14.5m 程度と

なる。 

また，標高がT.M.S.L.+15.1m のエリアについては，地盤

改良土で盛土されていることからすべりが発生する可能性

は小さいものの，液状化及び揺すり込みによる最大沈下量

0.8m を考慮すると標高はT.M.S.L.+14.3m となる。 

以上のことから，大湊側の評価標高はT.M.S.L.+14.3m と

する。 

 

4．地震時の沈下を考慮したアクセス性について 

別途実施している遡上域最高水位はT.M.S.L.＋8.3m であり，

荒浜側遡上域（防潮堤内）では津波高さはT.M.S.L.＋6.9m（本

文第3 図参照）であることから，地震時の沈下を想定しても津

波の影響を受けずにアクセスルートは使用可能である。 

 

第 5 図 貫通部止水対策（施工例） 

 

 

 
第 6 図 貫通部止水処理及び水密扉設置箇所配置図 

（原子炉建屋 1FL T.P.＋8.2m） 
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別紙 36 

代表的な災害時における通行可能なアクセスルートについて 

 

代表的な災害（地震，津波，森林火災，中央交差点の通行不

能）時におけるアクセスルートを第 1 図～第 3 図に示す。 

 

 

第 1 図 地震・津波発生時のアクセスルート 

 

 

第 2 図 森林火災発生時のアクセスルート 

 

  ・設備の相違 

【柏崎 6/7】 

島根２号炉は，代表

的な災害時において通

行不能となるアクセス

ルートはない 
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第 3 図 中央交差点が通行不能時のアクセスルート 
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別紙37 

地震による建屋直近の地盤沈下に伴う 

可搬型重大事故等対処設備の接続作業等への影響について 

 

1. 屋外作業に想定される影響と対策 

原子炉建屋，タービン建屋等，建屋近傍での地盤の沈下が生

じた場合には，次に示す屋外作業に影響が生じると想定され

る。 

・建屋壁面近傍でのホース等の接続作業 

・建屋内への要員のアクセス 

・建屋内への車両のアクセス 

これらの作業については，安全対策の優先度に応じ，以下に

示す方針に基づいて対策を講じる。 

建屋壁面近傍でのホース等の接続作業のうち，原子炉圧力容

器への注水及び格納容器スプレイに用いる可搬型代替注水ポン

プの接続作業及び建屋内への要員のアクセスについては，あら

かじめ梯子等を配備しておくことにより，対応操作が可能とな

るよう対策する。概要を第1 図に示す。 

一方，使用済燃料プールへの注水や復水貯蔵槽への補給に用

いる可搬型代替注水ポンプの接続作業については，対応操作に

時間的裕度があり，また，結合金具等により簡便に実施可能で

あることから，接続作業については，脚立等を用いることで対

応操作が可能となるよう対策する。 

また，代替原子炉補機冷却系熱交換器ユニット（以下「熱交

換器ユニット」という。）のホース接続作業については，対応

操作に時間的裕度があるとともに，熱交換器ユニット用ホース

が重く，梯子等を用いての作業が困難なため，地盤の沈下箇所

を埋め戻すことにより，地盤の沈下前と同様に対応操作が可能

となるよう対策する。 

建屋内への車両のアクセスについては，対応操作に関して，

建屋内へのアクセスが必要となる車両が熱交換器ユニットのみ

であることから，下記に示すとおり車両進入箇所近傍の沈下し

た地盤を埋め戻すことにより対応する。 

 

 

 

 

 

  ・設備の相違 

【柏崎 6/7】 

島根２号炉は，ホー

スの接続作業等が想定

される建物直近につい

て，地盤改良もしくは

頑健な構造物（低圧原

子炉代替注水槽等）が

設置されており，沈下

が想定されないため，

本評価は不要と整理 
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第1図 梯子を用いた対応操作概要 

 

2. 沈下した地盤の埋め戻しによる復旧 

2．1 段差復旧時間の評価 

代替熱交換器ユニットを使用する場合，重量のあるホー

スを接続する，若しくは建屋内にアクセスする必要がある

ことから，地震に伴う建屋直近の地盤沈下に対して，埋め

戻しによる仮復旧を行うこととする。 

復旧時間については，車両が接続口のあるタービン建屋

内にアクセスするために，幅3m（アクセスルートの復旧

幅）で段差を復旧する時間を評価し，本文4.(7)3)にて作業

の成立性を確認する。 

なお，代替熱交換器ユニットのホースをタービン建屋外

側にて接続する場合，必要な段差の復旧幅を3m と想定する

と，上記の評価時間に包含される。 

(1) 沈下量の想定 

中越沖地震時に構造物周辺では，建屋直近及び一般部で沈下

が確認されている（別紙2 第3 図参照）ことから，本検討にお

いても同様に建屋直近及び一般部の沈下を想定する。 

タービン建屋直近はサブドレンにて地下水が汲み上げられて

いることから地下水位が低く，液状化に伴う沈下は想定しにく

いものの，液状化及び揺すり込みによる沈下を想定する。 

a. 一般部の沈下量 

代替熱交換器ユニットがタービン建屋内にアクセスする

西側の液状化及び揺すり込み沈下の対象層※厚は26m であ

り（第2 図），沈下量2％（本文3.(4)3)）を考慮し，0.52m 

を想定する。 

※液状化については，地下水位以深の飽和地盤（埋戻土，

新期砂層・沖積層，番神砂層・大湊砂層，古安田層（保守

的に粘土層も含む）），揺すり込みについては，地表～地

下水位以浅の不飽和地盤を対象とする。 
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第2図 想定する沈下対象層厚 

 

b. 建屋直近の沈下量 

建屋直近の沈下について，中越沖地震後の実績が一般部

の3.5 倍である（別紙2第3 図参照）ことを踏まえ，一般部

の想定0.52m の3.5 倍である1.82m に対し第3図に示すとお

り保守的に2m として想定する。 

 

第3図 建屋直近の想定沈下 
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c. 地震後の想定地盤形状 

a.及びb.の想定を踏まえ，地震後の想定形状を第4 図に

示す。 

 

 

第4図 地震後の想定地盤形状 

 

(2) 復旧方法及び復旧時間の評価 

a. 復旧方法 

復旧方法のイメージを第5 図に示す。 

① 建屋直近は，砕石を用いてホイールローダにより埋戻

す。 

② ①の作業後，砕石を用いてホイールローダにより段差を

仮復旧し，地震前のアクセス高さに復旧する。 

 

第5図 復旧方法イメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1.0.2-731



 

 

柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20 版） 東海第二発電所（2018.9.18 版） 島根原子力発電所 ２号炉 備考 

b. 復旧時間の評価 

アクセスルートの復旧幅である3m を復旧する場合の埋め

戻し及び段差復旧イメージを第6 図に，作業に使用する砕

石の作業量を第1 表に示す。 

①埋め戻し及び②段差復旧に必要な砕石量はそれぞれ約

5.6m3，約4.6m3 である。 

一方，別紙11 5.(3)にて検証した50cm の段差復旧は，お

おむね同様の作業の流れであり，約4.2m3 の砕石を用いて4

～6 回（約0.7～約1.0m3/サイクル，約5～約6 分/サイク

ル）のサイクルで復旧している。 

これらのことから，①の作業は50cm の段差復旧の作業量

に加えて，追加で2 サイクル（12 分，1.4m3），②の作業

は50cm の段差復旧の作業量に加えて，追加で1サイクル（6 

分，0.7m3）の作業を実施すれば，必要な砕石量を用いて想

定される沈下の復旧が可能であり，その時間を①42 分，②

36 分，合計78 分と想定する。 

なお，必要な砕石は，段差復旧と同様に使用場所から

100m 以内にストック場所を確保・管理する。 

 

2．2 復旧した段差の通行性 

別紙12 2.(2)において，50cm の段差復旧後に代替原子炉

補機冷却系熱交換器トレーラーが通行可能であることを確

認していることから，復旧した段差の通行性は問題ないと

評価した。 
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第6図 段差復旧作業量 

 

第1表 沈下の仮復旧時間の想定 
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別紙 38 

不等沈下に対する事前対策 

大湊側（T.M.S.L.+12m）敷地にあるアクセスルートにおいて，

第 1 図に示す 15cm を超える段差発生が想定される箇所がある。

これらの箇所に対し，仮復旧を行わずに可搬型車両が 6 号炉及

び 7 号炉まで寄りつくことが可能となるよう，あらかじめ段差

緩和対策を行う，又は迂回ルートを確保する。 

第 2 図に段差緩和対策例を示す。 

第 1 図 沈下量評価結果 

別紙（42） 

路盤補強（段差緩和対策）について 

別紙（30） 

路盤補強（段差緩和対策）について 

アクセスルートにおいて，第 1図に示す 15cm を超える段差発

生が想定される箇所※がある。これらの箇所に対し，仮復旧を行

わずに可搬型設備が２号炉まで寄りつくことが可能となるよう，

あらかじめ段差緩和対策を行う。なお，段差緩和対策の評価結果

は詳細設計段階で示す。 

※液状化に伴う浮き上がりによる段差発生が想定される箇所に

ついては，詳細設計段階において決定する地下水位を用いて

再度浮き上がり評価を実施した後に反映する。 

第 2 図に段差緩和対策例を示す。 

第 1図 沈下量評価結果 

・記載方針の相違

【東海第二】 

東海第二は，段差緩

和対策箇所を補足説明

資料(7)に記載 

・設計方針の相違

【柏崎 6/7】 

島根２号炉は，通行

に支障のある段差の発

生が想定される箇所全

てに対してあらかじめ

段差緩和対策を行う 

・設計方針の相違

【東海第二】 

東海第二は，段差緩

和対策例を 5.4.3(7) 

に記載 
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第 2 図 段差緩和対策例 

路盤補強（段差緩和対策）の例として，Ｈ鋼を主桁とした路盤

補強を代表として以下に示す。 

１．評価方針 

地中埋設構造物が損壊した状態を想定し，大型緊急車両の通

行時に主桁であるＨ鋼に作用する曲げ応力，せん断力及びその

合力が評価基準値を下回ることを確認する。 

第 2図 段差緩和対策例（沈下後） 

 路盤補強（段差緩和対策）の例として，鉄筋コンクリート床版

による路盤補強を代表として以下に示す。 

1．評価方針

  地中埋設構造物及び地盤改良部と埋戻部との境界部（埋設物

等境界部），地山と埋戻部との境界部及び浮き上がり対象構造

物と埋戻部との境界部に段差が発生した状態を想定し，可搬型

設備の通行時に鉄筋コンクリート床版に作用する曲げ応力，せ

ん断力及びその合力が評価基準値を下回ることを確認する。 

・記載方針の相違

【柏崎 6/7】 

 島根２号炉は，路盤

補強の評価方針等を記

載 

・設計方針の相違

【東海第二】 

島根２号炉は，路盤

補強（段差緩和対策）

の例として，鉄筋コン

クリート床版による路

盤補強を選定（以下，

別紙(30)-①の相違） 

・設計方針の相違

【東海第二】 

島根２号炉は，地中

埋設構造物は損壊しな

いため，液状化及び揺

すり込みによる不等沈

下及び液状化に伴う浮

き上がりを想定し，路

盤補強（段差緩和対

策）の評価を実施（以

下，別紙(30)-②の相

違） 

鉄筋コンクリート床版が
段差に追従し，地中埋設
構造物と盛土部との境界
部に生じる段差を緩和

道路面（地震後）

鉄筋コンクリート床版

地中埋設構造物

鉄筋コンクリート床版

道路面（地震前）
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２．評価箇所の抽出 

路盤補強（段差緩和対策）を実施する地点のうち，桁長が

最も長くなる復水器冷却用取水路（東海発電所）部を代表箇

所として選択する。 

３．評価方法 

ａ．構造 

 評価箇所（No.118 復水器冷却用取水路（東海発電所））

の断面図を第 1図に示す。 

第 1図 評価箇所断面図 

主動崩壊角 αf＝ 45゜＋ φ／2 ＝ 45゜＋ 35.7゜／2 

＝ 62.8゜ 

（石原 第２版 土質力学） 

ｂ．評価条件 

・鋼材 SS400

・主桁寸法 H－300×300×10×12 腐食しろ 1mm 考慮

・径間 L＝16.120m （桁長 17.120m）

ｃ．荷重の設定 

①死荷重（ｑ1）

アスファルト舗装(t＝5cm)

鉄筋コンクリート床板（t＝20cm）

Ｈ鋼（300×300×10×12）

計 9.07kN／m２

今後の設計等により変更となる可能性がある 

2．評価箇所の抽出 

  路盤補強（段差緩和対策）を実施する地点のうち，復旧箇所

が複数ある２号炉取水槽（取水管取合部）を代表箇所として選

択する。 

3．評価方法 

  ａ．構造 

評価箇所（２号炉取水槽（取水管取合部））の断面図を第

3図に示す。 

第 3図 評価箇所断面図 

  ｂ．評価条件 

・鉄筋 SD345

・コンクリート 設計基準強度 24N/mm2

  ｃ．荷重の設定 

①死荷重 

アスファルト舗装

鉄筋コンクリート床版 

今後の設計等により変更となる可能性がある 

・設計方針の相違

【東海第二】 

別紙(30)-②の相違 

・設計方針の相違

【東海第二】 

別紙(30)-①の相違 
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②活荷重 p1,p2

可搬型代替注水大型ポンプ

車
両
寸
法 

全長 11,920 mm 

全幅 2,490 mm 

全高 3,470 mm 

車両総重量 23,395 kg 

第２図 可搬型代替注水大型ポンプ 

前輪荷重＝45.9kN／片輪 

後輪荷重＝68.8kN／片輪 

衝撃係数ｉ＝20／（50＋径間）＝20／（50＋16.12）＝0.302 

（道路橋示方書 Ⅰ共通編） 

ｄ．評価基準値 

 Ｈ鋼（SS400）に関する評価基準値は，「道路橋示方書 Ⅳ

下部構造編」に基づき設定する短期許容応力度とする。 

SS400 短期許容応力度 

曲げ圧縮応力度 210N／mm２（140N／mm２×1.5） 

せん断応力度  120N／mm２（80N／mm２×1.5） 

４．評価結果 

Ｈ鋼に対する評価結果を以下に示す。Ｈ鋼に作用する応力が

基準値以下であることを確認した。 

なお，活荷重についてはスパンが車両より大きいため，連行

荷重として断面力が最も大きくなる値をもって評価した。 

②活荷重 

移動式代替熱交換設備 

車
両
寸
法 

全長 15,500 mm 

全幅  2,490 mm 

全高  4,090 mm 

車両総重量 42,620 kg 

第 4 図 移動式代替熱交換設備 

  前前軸荷重＝ 7,181kg 

  前後軸荷重＝11,039kg 

  後前軸荷重＝ 8,130kg 

  後中軸荷重＝ 8,135kg 

  後後軸荷重＝ 8,135kg 

衝撃荷重は，「道路橋示方書・同解説Ⅰ共通編（平成 14 年

3 月）」に基づき設定する。 

  ｄ．評価基準値 

鉄筋コンクリート床版に関する評価基準値は，「道路橋示

方書・同解説Ⅳ下部構造編（平成 14 年 3 月）」に基づき設

定する。 

・設計方針の相違

【東海第二】 

島根２号炉は，設計

方針を示す 

前前軸：7,181kg 

前後軸：11,039kg 

後前軸：8,130kg 後後軸：8,135kg 

後中軸：8,135kg 
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第３図 荷重図 

・曲げ圧縮応力

曲げモーメント Ｍmax＝294.61kN･m＋357.16kN･m 

＝651.77kN･m 

断面係数 Ｚ＝1165cm３×3.33 本 

曲げ応力度 σ＝Ｍ／Ｚ 

＝168.0N／mm２ ＜ 210N／mm２ 

・せん断応力度

せん断力 Ｓmax＝73.10kN＋72.36kN＝145.46kN 

断面積 Ａ＝21.8cm２×3.33 本 

せん断応力度  τ＝Ｓ／Ａ 

＝20.2N／mm２ ＜ 120N／mm２

・合成応力度

Σcw＝（σ／σa）２＋（τ／τa）２ 

＝（168.0／210）２＋（20.2／120）２＝0.67 ＜ 1.2 

以上より，事前対策を行うことで大型緊急車両の通行に影響が

ないことを確認した。 
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別紙 39 

保管場所と周辺斜面の離隔について 

 

第 1 図に大湊側高台保管場所と周辺斜面との離隔，第 2 図に

5 号炉東側保管場所及び 5号炉東側第二保管場所と周辺斜面との

離隔を示す。 

保管場所の周辺斜面の法尻から 50m の範囲及び斜面高さの 1.4 

倍の高さの範囲には安定性評価の対象とすべき斜面がないことを

確認した。 

なお，荒浜側高台保管場所には周辺斜面が存在しない。 

 

第 1 図 大湊側高台保管場所と周辺斜面との離隔 

 

第 2 図 5 号炉東側保管場所及び 5 号炉東側第二保管場所と 

周辺斜面との離隔 

※ 斜面崩壊土砂の到達距離に関する参考文献 

・「日本電気協会：原子力発電所耐震設計技術指針 JEAG4601-2015，2015」：斜面

高さの 1.4 倍若しくは 50m 

・「宅地防災研究会：宅地防災マニュアルの解説，2007」：斜面高さの 2倍（上

限 50m） 

  ・設計方針の相違 

【柏崎 6/7】 

柏崎 6/7 では斜面か

らの離隔が確保できる

保管場所が存在し，斜

面の安定性評価が不要

となることを説明した

資料であるが，島根２

号炉は，斜面からの離

隔が確保できる保管場

所が存在しないため，

柏崎 6/7 別紙 39 と同様

の資料を掲載しない 
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別紙（37）

使用済燃料乾式貯蔵建屋の西側斜面の安定性評価について 

東海第二発電所において最も急峻な使用済燃料乾式貯蔵建屋

（以下「Ｄ／Ｃ」という。）の西側斜面の安定性評価を以下のと

おり実施する。 

1. 評価方法

斜面形状，斜面高さ等を考慮して検討断面を選定し，基準地

震動ＳＳに対する地震応答解析を二次元動的有限要素法により

行う。地震応答解析は周波数応答解析手法を用い，等価線形化

法によりせん断弾性係数及び減衰定数のひずみ依存性を考慮す

る。地震時の応力は，静的解析による常時応力と地震応答解析

による動的応力を重ね合わせることにより算出する。 

なお，常時応力解析には解析コード「Abaqus 6.11－1」を，

地震応答解析には解析コード「Super FLUSH／2D ver6.1」を，

すべり計算には「SFCALC ver5.2.0」を使用する。 

2. 評価断面の抽出

Ｄ／Ｃの西側斜面の影響評価断面の位置図を第 1図，断面

図を第 2 図に示す。また，評価断面の具体的な抽出方法を以

下に示す。 

・西側斜面のうち，斜面高さが最も高くなる①－①断面を

選定した。 

第 1図 Ｄ／Ｃの西側斜面の影響評価断面位置図 

別紙（31）

保管場所及び屋外のアクセスルートの斜面の地震時の 

安定性評価について 

＜目 次＞ 

1. 地震時の安定性評価手順

2. 保管場所及びアクセスルートに影響を及ぼすおそれのある斜

面の抽出 

3. 評価対象斜面の選定

3.1 標高毎のグル―プ分け 

3.2 影響要因を踏まえた評価対象斜面の選定 

 ａ. 評価対象斜面の選定（グループＡ（T.P.+15m 程度））

 ｂ. 評価対象斜面の選定（グループＢ（T.P.+44m～50m））

 ｃ. 評価対象斜面の選定（グループＣ（T.P.+88m）） 

 ｄ. 評価対象斜面の選定結果 

4. 基準地震動Ｓｓによる２次元動的ＦＥＭ解析

4.1 地震応答解析手法 

4.2 解析用物性値 

4.3 解析モデルの設定 

4.4 評価基準値の設定 

4.5 入力地震動の策定 

4.6 評価結果 

5. 切取を実施した斜面の安定性評価

5.1 基本方針 

5.2 耐震評価 

5.2.1 評価対象断面の選定 

5.2.2 解析用物性値，地震応答解析手法等 

5.3 評価結果 

・設計方針の相違

【柏崎 6/7】 

島根２号炉は，斜面

高さ，勾配等の影響要

因の観点及び簡便法の

結果から，安定性が厳

しいと考えられる評価

対象斜面及び対策工を

実施した斜面において

基準地震動Ｓｓによる

安定解析を実施してい

るのに対し，全斜面の

安定性を確認している

のに対し，柏崎 6/7

は，斜面の崩壊を前提

とした影響評価を行っ

ているため当該資料は

ない 

・設計方針の相違

【東海第二】 

 島根２号炉は，斜面

高さ，勾配等の影響要

因の観点及び簡便法の

結果から，安定性が厳

しいと考えられる評価

対象斜面及び対策工を

実施した斜面において

基準地震動Ｓｓによる

安定解析を実施してい

るのに対し，東海第二

は，代表斜面において

基準地震動Ｓｓによる

安定解析を実施（代表

斜面より急峻な斜面は

崩壊を想定して時間評

価を実施） 
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第 2 図 Ｄ／Ｃの西側斜面の影響評価断面図 

 

3. 安定性確認 

抽出された評価断面について，二次元動的有限要素法により

基準地震動ＳＳによる地震応答解析を行い，Ｄ／Ｃの西側斜面

の最小すべり安全率を算出し，評価基準値以上であることを

確認する。 

最小すべり安全率の検索条件を第 3図に示す。 

 

第 3 図 最小すべり安全率の検索条件 

 

 

 

 

6. 抑止杭を設置した斜面の安定性評価 

6.1 概要 

6.2 基本方針 

6.3 敷地内土木構造物（抑止杭）の耐震評価 

6.3.1 基本方針 

(1) 位置及び構造概要 

(2) 評価方針 

(3) 適用規格 

6.3.2 耐震評価 

(1) 評価対象断面の選定 

(2) 解析用物性値（地盤） 

(3) 解析用物性値（抑止杭，物理特性・変形特性） 

(4) 地震応答解析手法 

(5) 解析モデルの設定 

(6) 荷重の組合せ 

(7) 許容限界 

(8) 評価手順 

(9) 入力地震動の策定 

6.3.3 評価結果 

6.4 斜面 A-1 の安定性評価 

6.4.1 基本方針 

6.4.2 耐震評価 

(1) 評価対象斜面の選定 

(2) 解析用物性値，地震応答解析手法等 

(3) 評価基準値の設定 

(4) すべり安全率の算定方法 

6.4.3 評価内容 

6.4.4 入力地震動の策定 

6.4.5 評価結果 

 

(参考-1) 評価対象斜面の選定理由（詳細） 

(参考-2) すべり安定性評価の基準値の設定について 
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4. 評価基準値の設定

 基準地震動ＳＳによる地震応答解析により求めたすべり安全

率は，参考資料－1に示すとおり，動的解析によるすべり安全

率が 1.0 以上であればすべり破壊は生じないものと考えられる

こと，また，今回実施する安定性評価は二次元断面による保守

的な評価であることから，1.0 を評価基準値とした。 

5. 評価結果

 Ｄ／Ｃの西側斜面について，基準地震動ＳＳによる地震応答

解析により斜面の安定性評価を実施した結果，すべり安全率は

最小で 5.1（基準地震動ＳＳ－31の場合）であり，基準地震動

ＳＳに対して十分な裕度を確保していることを確認した。ま

た，du 層のみのすべり安全率は最小で 9.2（基準地震動ＳＳ－

31 の場合）であることを確認した。なお，安定性評価におい

ては，モビライズド面等を踏まえてすべり易いすべり面形状を

全て抽出している。 

 各地震動ごとのすべり面形状とすべり安全率を第 4図に示

す。また，du層のみのすべり面形状とすべり安全率を第 5 図

に示す。 

第 4 図 各地震動ごとのすべり面形状とすべり安全率（1／2） 

1. 地震時の安定性評価手順

保管場所及びアクセスルート斜面の地震時の安定性評価のフ

ローを第１図に示す。
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第 4図 各地震動ごとのすべり面形状とすべり安全率（2／2） 

第 5 図 du 層のみのすべり面形状とすべり安全率 

2. 保管場所及びアクセスルートに影響を及ぼすおそれのある斜

面の抽出 

地形図に基づき，保管場所及びアクセスルート斜面を網羅的

に抽出した。抽出された斜面に対し，離隔距離及びすべり方向

を考慮し，崩壊した際に保管場所及びアクセスルートに影響を

及ぼすおそれのある斜面を抽出した。離隔距離については，

『土木学会（2009）： 原子力発電所の基礎地盤及び周辺斜面

の安定性評価技術＜技術資料＞，土木学会原子力土木委員会，

2009』及び『宅地防災マニュアルの解説： 宅地防災マニュア

ルの解説[第二次改訂版][Ⅱ]，[編集]宅地防災研究会，2007』

に基づき，法尻から「斜面高さ×1.4 倍以内」もしくは「50

ｍ」とした。抽出結果を第２図に示す。 

第２図 保管場所等に影響を及ぼすおそれのある 

斜面の平面位置図 
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参考資料－1

斜面のすべり安定性評価における評価基準値の設定根拠について

斜面のすべり安定性評価における評価基準値は，1.0 をしきい

値としていることから，以下にその設定根拠を整理した。 

1. 評価方法

斜面の安定性評価においては,二次元動的有限要素法解析

（等価線形解析）を用いた基準地震動ＳＳによる地震応答解析

を行い，想定したすべり線上の応力状態をもとに，すべり線上

のせん断抵抗力の和をすべり線上のせん断力の和で除して求め

たすべり安全率の最小値が評価基準値（1.0）以上であること

を確認することとしている。 

すべり安全率＝
Σ（すべり線上のせん断抵抗力）

Σ（すべり線上のせん断力）

2. 評価基準値

すべり安全率の評価基準値（1.0）については，以下の理由

から二次元動的有限要素法解析におけるすべり安全率が1.0以

上であれば，斜面の安定性は確保できると考えている。 

・「斜面安定解析入門（社団法人地盤工学会）」※１におい

て，「有限要素法を用いた動的解析ですべり安全率が1.0

以上であれば，局所安全率が1.0 を下回る所があって

も，全体的なすべり破壊は生じないものと考えられる。

さらに，このすべり安全率が1.0を下回っても，それが時

間的に短い区間であれば，やはり必ずしも全体的すべり

に至らないであろう。」と示されている。 

・「大規模地震に対するダム耐震性能照査指針（案）・同

解説（国土交通省河川局）」※２において，等価線形化法

による動的解析を用いたすべり安定性の検討において，

すべり安全率が1.0を下回る場合にはすべり破壊が発生す

る可能性があるとされている。 

・「道路土工盛土工指針（社団法人日本道路協会）」※３に

おいて，「レベル２地震動に対する設計水平震度に対し

て，円弧すべり面を仮定した安定解析法によって算定し

た地震時安全率の値が1.0以上であれば，盛土の変形量は

3. 評価対象斜面の選定

3.1 標高毎のグループ分け 

前項で選定した保管場所等に影響を及ぼすおそれのある

斜面について，斜面法尻標高毎にグループＡ（T.P.+15m 程

度），グループＢ（T.P.+44m～50m）及びグループＣ

（T.P.+88m）の３つのグループに分類した。分類結果を第

3.1 図に示す。 

第 3.1 図 グループＡ～Ｃの平面位置図 

3.2 影響要因を踏まえた評価対象斜面の選定 

評価対象斜面については，3.1 章で分類したグループ毎

に，すべり安全率が厳しくなると考えられる「影響要因」

（①構成する岩級，②斜面高さ，③斜面の勾配，④シーム

の分布の有無）の観点から比較を行い，影響要因の番号を

付与した。影響要因の番号付与が多い斜面に対して簡便法

による定量的な比較検討を行い，簡便法のすべり安全率が

小さい斜面について，評価対象斜面を選定した。簡便法

は，JEAG4601-2015に基づき，静的震度 KH=0.3，KV=0.15 を

用いた。 

選定結果をａ～ｃに示す。 

影響要因の検討においては，第 3.2－1図に示す既往の地

質調査結果（『島根原子力発電所２号炉 敷地の地質・地

質構造』の審査で説明済）を踏まえて実施した。 
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限定的なものにとどまると考えられるため，レベル２地

震動の作用に対して性能２を満足するとみなしてよ

い。」と示されている。 
注） レベル２地震動：供用期間中に発生する確率は低いが大きな

強度を持つ地震動。 

注） 性能２：想定する作用による損傷が限定的なものにとどま

り，盛土としての機能の回復がすみやかに行い得る

性能

また，解析に当たっては，以下に示す保守的な評価を行って

いるため，すべり安全率1.0は評価基準値として妥当であると

考えている。 

・２次元断面による評価であり，現実のすべりブロック

（３次元形状）が持つ側方抵抗を考慮していないため，

保守的な評価となっている。 

・各要素の応力状態より，「引張応力が発生した要素」，

「せん断強度に達した要素」については，せん断抵抗力

の算定に用いる強度に残留強度を採用し，健全強度より

低下させることで安全側の評価を実施している。 
※1 社団法人地盤工学会,斜面安定解析入門，P81

※2 国土交通省河川局，平成 17 年 3 月，大規模地震に対するダム

耐震性能照査指針（案）・同解説，P132 

※3 社団法人日本道路協会，平成22年4月，道路土工盛土工指針

（平成22年度版），P123 
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ａ. 評価対象斜面の選定（グループＡ（T.P.+15m 程度）） 

第 3.2－2 図に示すとおり，各斜面の代表断面として①

－①’断面～⑨－⑨’の９断面を作成し，この中から評

価対象斜面を選定した。①－①’断面～⑨－⑨’断面

は，各斜面において，最も斜面高さが高くなり，最急勾

配方向となるように断面位置を設定した。さらに，自然

斜面の断面位置は，風化層が厚くなる尾根部を通るよう

にした。 

第 3.2－2図 グループＡ（T.P.+15m 程度）の斜面の断面位置図

・岩盤で構成される斜面

第 3.2－1 表に示すとおり，第 3.2－3 図に示す岩盤

で構成される斜面の④－④’断面～⑦－⑦’断面につ

いて影響要因の観点から比較検討した結果，④－④’

断面～⑥－⑥’断面の影響要因の番号付与数が多いこ

とから，④－④’断面～⑥－⑥’断面について簡便法

を実施した。その結果，④－④’断面及び⑤－⑤’断

面の最小すべり安全率が小さくなったため，当該斜面

を評価対象斜面に選定した（各断面の比較検討結果及

び評価対象斜面の選定根拠の詳細は参考－１を参

照）。 

①－①’断面及び②－②’断面については，切取及

び抑止杭による対策工を実施しているため，２次元動

的ＦＥＭ解析によりすべり安全率が 1.0 を上回ること

を確認する。（６章を参照） 
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③－③’断面については，切取による対策工を実施

しているため，２次元動的ＦＥＭ解析によりすべり安

全率が 1.0 を上回ることを確認する。（５章を参照） 

第 3.2－1表 グループＡ（T.P.+15m 程度）の評価対象斜面の選

定結果（岩盤） 

保管場所・
アクセス
ルートに
影響する
おそれの
ある斜面

影響要因

該当する
影響要因

簡便法
の最小
すべり
安全率

選定理由【影響要因①】
構成する岩級

【影響要因②】
斜面高さ

【影響要因③】
斜面の勾配

【影響要因④】
シームの

分布の有無

④－④’ CH，CM，CL級 94m 1：1.5 あり：7条 ①，②，④ 2.41

CL級岩盤が分布すること，斜面
高さが最も高いこと，及びシー
ムが分布することから，簡便法
を実施した。その結果，最小す
べり安全率が小さいことから，
評価対象斜面に選定する。

⑤－⑤’ CH，CM，CL級 82m

1：2.1
（一部，CL級で
1：0.6の急勾配

部あり）

あり：3条 ①，③，④ 2.21

CL級岩盤が分布すること，一部
1：0.6の急勾配部があること，及
びシームが分布することから，
簡便法を実施した。その結果，
最小すべり安全率が小さいこと
から，評価対象斜面に選定する。

⑥－⑥’ CH，CM，CL級 32m 1：1.1，1：1.5 あり：4条 ①，③，④ 4.98

CL級岩盤が分布すること，1：1.1
の急勾配部があること，及び
シームが分布することから，簡
便法を実施した。その結果，最
小すべり安全率が④－④’断面
等に比べて大きいことから，④
－④’断面等の評価に代表させ
る。

⑦－⑦’
CH，CM，CL，D

級
58m 1：2.6 なし ① －

D級岩盤及びCL級岩盤が分布
するが，④－④’断面等に比べ
て斜面高さが低いこと，平均勾
配が緩いこと，及びシームが分
布しないことから，④－④’断面
等の評価に代表させる。
なお，地質断面図については，
「島根原子力発電所２号炉 防
波壁及び１号放水連絡通路防
波扉の周辺斜面の安定性評価
について」（現在，審議中）の審
査結果を適宜反映する。

評価対象斜面に選定

：番号を付与する影響要因 ：影響要因の番号付与数が多い（３個以上を目安），又は簡便法のすべり安全率が小さい（2.0以下を目安）
：選定した評価対象斜面

1.0.2-747



柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20 版） 東海第二発電所（2018.9.18 版） 島根原子力発電所 ２号炉 備考 

第 3.2－3図 グループＡ（T.P.+15m 程度）の斜面の 

地質断面図（岩盤斜面） 

・盛土で構成される斜面

第 3.2－2 表に示すとおり，第 3.2－4 図に示す盛土

で構成される斜面の⑧－⑧’断面及び⑨－⑨’断面に

ついて影響要因の観点から比較検討した結果，⑧－

⑧’断面の影響要因の番号付与数が多いことから，当

該斜面を評価対象斜面に選定した。 
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第 3.2－2表 グループＡ（T.P.+15m 程度）の 

評価対象斜面の選定結果（盛土） 

第 3.2－4図 グループＡ（T.P.+15m 程度）の斜面の 

地質断面図（盛土斜面） 

ｂ．評価対象斜面の選定（グループＢ（T.P.+44m～50m）） 

第 3.2－5 図に示すとおり，各斜面の代表断面として⑩

－⑩’断面～⑯－⑯’断面の７断面を作成し，この中か

ら評価対象斜面を選定した。⑩－⑩’断面～⑯－⑯’断

面は，各斜面において，最も斜面高さが高くなり，最急

勾配方向となるように断面位置を設定した。さらに，自

然斜面の断面位置は，風化層が厚くなる尾根部を通るよ

うにした。 

保管場所・
アクセス
ルートに

影響するお
それのある

斜面

影響要因

該当する
影響要因

簡便法の
最小

すべり
安全率

選定理由【影響要因①】
盛土厚

【影響要因②】
斜面高さ

【影響要因③】
斜面の勾配

⑧－⑧’ 100m 29m 1：2.7 ①，② 2.04

⑨－⑨’断面に比べて，盛土厚が厚いこと，及
び斜面高さが高いことから，簡便法を実施した。
その結果，最小すべり安全率が小さいことから，
評価対象斜面に選定する。

⑨－⑨’ 40m 25m 1：1.7 ③ －
斜面の勾配が急ではあるが，⑧－⑧’断面に比
べて盛土厚が薄いこと，及び斜面高さが低いこ
とから，⑧－⑧’断面の評価に代表させる。

評価対象斜面に選定

：番号を付与する影響要因 ：影響要因の番号付与数が多い（３個以上を目安），又は簡便法のすべり安全率が小さい（2.0以下を目安）
：選定した評価対象斜面

評価対象斜面 

⑧－⑧’ ⑨－⑨’
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第 3.2－5図 グループＢ（T.P.+44m～50m）の斜面の断面位置図

・岩盤で構成される斜面

第 3.2－3 表に示すとおり，第 3.2－6 図に示す⑪－

⑪’断面～⑯－⑯’断面について影響要因の観点から

比較検討した結果，⑪－⑪’断面～⑭－⑭’断面の影

響要因の番号付与数が比較的多いことから，⑪－⑪’

断面～⑭－⑭’断面について簡便法を実施した。その

結果，⑫－⑫’断面～⑭－⑭’断面の最小すべり安全

率が小さくなったため，当該斜面を評価対象斜面に選

定した（各断面の比較検討結果及び評価対象斜面の選

定根拠の詳細は参考－１を参照）。 

⑩－⑩’断面については，切取による対策工を実施

しているため，２次元動的ＦＥＭ解析によりすべり安

全率が 1.0 を上回ることを確認する。（５章を参照） 
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第 3.2－3表 グループＢ（T.P.+44m～50m）の 

評価対象斜面の選定結果 
保管場所・
アクセス
ルートに
影響する
おそれの
ある斜面

影響要因

該当する
影響要因

簡便法
の最小
すべり

安全率※

選定理由【影響要因①】
構成する岩級

【影響要因②】
斜面高さ

【影響要因③】
斜面の勾配

【影響要因④】
シームの分布

の有無

⑪－⑪’ CM，CL級 54

1：1.5
（一部，CL級で
1：0.4及び1：0.7
の急勾配部あ

り）

あり：2条 ①，③，④ 3.01

CL級岩盤が分布すること，一部
1：0.4及び1：0.7の急勾配部があ
ること，及びシームが分布する
ことから，簡便法を実施した。そ
の結果，最小すべり安全率が⑫
－⑫’断面等に比べて大きいこ
とから，⑫－⑫’断面等の評価
に代表させる。

⑫－⑫’
CＨ，CM，CL，D

級
94 1：1.2，1：1.5 あり：3条

①，②，③，
④

1.51

D級岩盤及びCL級岩盤が分布
すること，斜面高さが最も高いこ
と，1：1.2の急勾配部があること，
及びシームが分布することから
簡便法を実施した。その結果，
最小すべり安全率が小さいこと
から，評価対象斜面に選定する。

⑬－⑬’
CＨ，CM，CL，D

級
78

1：2.0
（一部，CL級で
1：0.7の急勾配

部あり）

あり：4条 ①，③，④ 1.45

D級岩盤及びCL級岩盤が分布
すること，一部１：0.7の急勾配部
があること，及びシームが分布
することから簡便法を実施した。
その結果，最小すべり安全率が
小さいことから，評価対象斜面
に選定する。

⑭－⑭’ CM，CL，D級 66 1：1.3 あり：4条 ①，③，④ 1.32

D級岩盤及びCL級岩盤が分布
すること，1：1.3の急勾配である
こと，及びシームが分布すること
から簡便法を実施した。その結
果，最小すべり安全率が小さい
ことから，評価対象斜面に選定
する。

⑮－⑮’ CM，CL，D級 48 1：1.5 あり：2条 ①，④ －

D級岩盤，CL級岩盤及びシーム
が分布するが，⑫－⑫’断面等
に比べて，斜面高さが低いこと，
平均勾配が緩いことから，⑫－
⑫’断面等の評価に代表させる。

⑯－⑯’ CM，CL級 25 1：1.5 なし ① －

CL級岩盤が分布するが，⑫－
⑫’断面等に比べて，斜面高さ
が低いこと，平均勾配が緩いこ
と，及びシームが分布しないこと
から，⑫－⑫’断面等の評価に
代表させる。

評価対象斜面に選定

：番号を付与する影響要因 ：影響要因の番号付与数が多い（３個以上を目安），又は簡便法のすべり安全率が小さい（2.0以下を目安）
：選定した評価対象斜面
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第 3.2－6図 グループＢ（T.P.+44m～50m）の斜面の地質断面図

ｃ．評価対象斜面の選定（グループＣ（T.P.+88m）） 

グループＣは，盛土斜面１つのみであるため，第 3.2－

7 図に示すとおり，斜面高さが最も高く，最急勾配方向と

なるすべり方向に⑰－⑰’断面を作成し，評価対象斜面

に選定した。 
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第 3.2－7図 グループＣ（T.P.+88m）の斜面の断面位置図 

第 3.2－4表 グループＣ（T.P.+88m）の 

評価対象斜面の選定結果 

第 3.2－8図 グループＣ（T.P.+88m）の 

評価対象斜面の地質断面図 

保管場所・
アクセス
ルートに

影響するお
それのある

斜面

影響要因

該当する
影響要因

簡便法
の最小
すべり
安全率

選定理由【影響要因①】
盛土厚

【影響要因②】
斜面高さ

【影響要因③】
斜面の勾配

⑰－⑰’ 170m 50m 1：1.8 － 1.56
グループＣの斜面については，斜面が⑰－⑰’断
面のみのため，当該斜面を評価対象斜面に選定
する。

⑰－⑰’断面

評価対象斜面 
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ｄ．評価対象斜面の選定結果 

２次元動的ＦＥＭ解析を実施する斜面（評価対象斜

面）を第 3.2－9 図及び第 3.2－5表に示す。 

第 3.2－9図 評価対象斜面等位置図 

第 3.2－5表 ２次元動的ＦＥＭ解析を実施する斜面 

4. 基準地震動Ｓｓによる２次元動的ＦＥＭ解析

保管場所・アクセスルートの周辺斜面及び敷地下斜面につい

て，基準地震動Ｓｓによるすべり安定性評価を実施する。 

4.1 地震応答解析手法 

前頁に示した評価対象斜面の解析断面について，基準地

震動Ｓｓに対する地震応答解析を二次元動的有限要素法に

より行う。地震応答解析は周波数応答解析手法を用い，等

価線形化法により土質材料のせん断弾性係数及び減衰定数

のひずみ依存性を考慮する。 

地震時の応力は，静的解析による常時応力と地震応答解
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析による地震時増分応力を重ね合わせることにより算出す

る。常時応力は地盤の自重計算により求まる初期応力を考

慮し，動的応力は水平地震動及び鉛直地震動による応答の

同時性を考慮して求める。 

地震応答解析に用いたコードを第 4.1－1 表に示す。 

第 4.1－1表 斜面の解析に用いたコード 

静的解析 地震応答解析 

s-stan

Ver.20_SI 

ADVANF/Win 

Ver.4.0 

4.2 解析用物性値 

解析用物性値は，「島根原子力発電所２号炉 原子炉建

物等の基礎地盤及び周辺斜面の安定性評価について」（現

在，審議中）の物性値を用いる。 

4.3 解析モデルの設定 

第 3.2－9図に示した評価対象斜面の解析断面について，

解析モデル図を第 4.3－1図～第 4.3－7図に示す。解析モ

デルは「島根原子力発電所２号炉 原子炉建物等の基礎地

盤及び周辺斜面の安定性評価」（現在，審議中）と同様，

以下のとおり設定した。 

ａ．地盤のモデル化 

地盤は平面ひずみ要素でモデル化する。シームはジョ

イント要素でモデル化する。

ｂ．地下水位 

 解析用地下水位は，保守的に地表面に設定する。 

ｃ．減衰特性 

 JEAG4601-2015に基づき，岩盤の減衰を 3%に設定す

る。 
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第 4.3－1図 ④－④’断面 解析モデル図

第 4.3－2図 ⑤－⑤’断面 解析モデル図

第 4.3－3図 ⑧－⑧’断面 解析モデル図

第 4.3－4図 ⑫－⑫’断面 解析モデル図

ガスタービン 

発電機建物 
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第 4.3－5図 ⑬－⑬’断面 解析モデル図 

 

 

 

 

 

 

 

第 4.3－6図 ⑭－⑭’断面 解析モデル図 

 

 

 

 

 

 

 

第 4.3－7図 ⑰－⑰’断面 解析モデル図 
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4.4 評価基準値の設定 

すべり安定性評価では，水平動・鉛直動を同時に考慮し

た基準地震動Ｓｓに対する動的解析により，評価対象斜面

の最小すべり安全率が評価基準値 1.0 を上回ることを確認

する。（評価基準値を 1.0 とした根拠は，本資料末尾の参

考－２を参照） 

すべり安全率は，想定したすべり面上の応力状態をもと

に，すべり面上のせん断抵抗力の和をすべり面上のせん断

力の和で除して求める。 

引張応力が発生した要素については，すべり面に対して

直応力が引張応力の場合には強度を 0 とし，圧縮応力の場

合は残留強度を用いる。また，せん断強度に達した要素で

は残留強度を用いる。 

想定すべり面は，「島根原子力発電所２号炉 原子炉建

物等の基礎地盤及び周辺斜面の安定性評価について」（現

在，審議中）と同様の方法により設定する。 

4.5 入力地震動の策定 

入力地震動の策定は，「島根原子力発電所２号炉 原

子炉建物等の基礎地盤及び周辺斜面の安定性評価につい

て」（現在，審議中）と同様に行う。なお，敷地ごとに

震源を特定して策定する地震動による基準地震動 Ss-F1

及び Ss-F2 については，応答スペクトル手法による基準

地震動 Ss-D に包絡されるため，検討対象外とする。 

4.6 評価結果 

基準地震動Ｓｓによる２次元動的ＦＥＭ解析結果を第 4.6

－1 図～第 4.6－3図に示す。全ての評価対象斜面におい

て，最小すべり安全率（平均強度）が評価基準値 1.0 を上

回っており，安定性を有することを確認した。 
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第 4.6－1図 グループＡ（T.P.+15m 程度）の断面の評価結果 

1.0.2-759



 

 

 

柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20 版） 東海第二発電所（2018.9.18 版） 島根原子力発電所 ２号炉 備考 

第 4.6－2図 グループＢ（T.P.+44m～50m）の断面の評価結果 

 

第 4.6－3図 グループＣ（T.P.+88m）の断面の評価結果 
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5. 切取を実施した斜面の安定性評価

5.1 基本方針 

第 5.1－1図に示す斜面Ａ－２及び斜面Ｂ－１については，

敷地造成工事に伴って頂部の切り取りを行ったことから，切取

後の斜面で安定性評価を実施した。 

第 5.1－1図 切取位置平面図 

5.2 耐震評価 

5.2.1 評価対象断面の設定 

第 5.2－1図に示すとおり，評価対象斜面は，斜面高さが

最も高くなり，最急勾配方向となるすべり方向に③－③’

断面及び⑩－⑩’断面を選定した。 

第 5.2－1図 ③－③’断面及び⑩－⑩’断面の地質断面図 

5.2.2 解析用物性値，地震応答解析手法等 

③－③’断面及び⑩－⑩’断面について，基準地震動Ｓ

ｓによるすべり安定性評価を実施する。 

解析手法，解析用物性値，評価基準値及び入力地震動は
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４章と同様である。 

③－③’断面及び⑩－⑩’断面の解析モデル図を第 5.2－

2 図に示す。 

③－③’断面

⑩－⑩’断面

第 5.2－2図 解析モデル図 

5.3 評価結果 

③－③’断面及び⑩－⑩’断面のすべり安定性評価結果を第

5.3－1 図及び第 5.3－2図に示す。最小すべり安全率（平均強

度）が評価基準値 1.0 を上回っており，安定性を有することを

確認した。 
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第 5.3－1図 ③－③’断面の評価結果 

第 5.3－2図 ⑩－⑩’断面の評価結果 
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6. 抑止杭を設置した斜面の安定性評価

6.1 概要 

斜面 A-1 は，敷地造成工事に伴って頂部の切り取りを行った

が，地震時のシームを通るすべりの安定性が確保できないこと

から，地震による斜面崩壊の防止措置を講ずるための敷地内土

木構造物として，抑止杭を設置することとした。 

抑止杭の耐震評価については 6.3 章で説明し，抑止杭を反映

した地震時の斜面の安定性評価については 6.4 章で説明する。

抑止杭を設置した斜面の安定性評価フローを第 6.1－1図に

示す。 

第 6.1－1図 抑止杭を設置した斜面の安定性評価フロー 

6.2 基本方針 

斜面 A-1 は，基準地震動Ｓｓによる地震力に対して，敷地内

土木構造物である抑止杭を設置することで，斜面の崩壊を防止

できる設計とする。 

なお，抑止杭の耐震設計は，岩盤中のシームのすべりを抑止

するため，せん断杭として設計し，４条の屋外重要土木構造物

に準じた設計とする。 

6.3 敷地内土木構造物（抑止杭）の耐震評価 

6.3.1 基本方針 

(1) 位置及び構造概要

応力の重ね合わせ（地震時の応力）

応答値が
許容限界を下回る

詳細検討※

評 価 終 了

Yes

No

解析モデルの作成

入力地震動の作成

地震応答解析
（動的解析）

地震時増分応力の算定

静的解析

常時応力の算定

※ 検討内容に応じて，必要なプロセスへ戻る

すべり安全率の算定構造部材の応答値の算定

すべり安全率
1.0を上回る

No

Yes

６．３章
敷地内土木構造物
（抑止杭）の耐震評価

６．４章
斜面A-1の安定性評価

詳細検討※

評 価 終 了
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抑止杭を設置した斜面の位置図を第 6.3－1図に示す。 

抑止杭は，深礎杭の中に H 鋼を建込んでおり，シーム

のすべりを抑止するため，シームのすべり方向（シーム

の最急勾配方向は北傾斜のため北方向となる）に対して

直交するように縦列に配置している。（シームの分布は

第 6.3－4図参照） 

抑止杭の構造概要図を第 6.3－2 図に示す。 

第 6.3－1図 対策工を実施した対象斜面位置図 
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抑止杭配置平面図 

①－①’断面図 ③－③’断面図

②－②’断面図 ④－④’断面図

構造Ⅰ  構造Ⅱ 

抑止杭構造図 

第 6.3－2図 抑止杭概要図 

(2) 評価方針

敷地内土木構造物である抑止杭について，基準地震動

Ｓｓが作用した場合に，敷地内土木構造物の機能が維持
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されていることを確認するため，耐震評価を実施する。

耐震評価においては，地震応答解析結果における照査用

応答値が許容限界値を下回ることを確認する。 

(3) 適用規格

適用する規格，基準等を以下に示す。 

・斜面上の深礎基礎設計施工便覧((社)日本道路協会，

2012 年 3月) 

・コンクリート標準示方書〔構造性能照査編〕((社)土

木学会，2002 年 3月) 

・道路橋示方書・同解説(Ⅰ 共通編・Ⅱ 鋼橋

編)((社)日本道路協会，2002 年 3 月) 

・道路橋示方書・同解説(Ⅰ 共通編・Ⅳ 下部構造

編)((社)日本道路協会，2002 年 3 月) 

6.3.2 耐震評価 

(1) 評価対象断面の選定

【評価対象斜面の選定】 

評価対象斜面について，構造物の配置，地形及び地

質・地質構造を考慮し，構造物の耐震評価上，最も厳

しくなると考えられる位置を選定する。 

まず，構造物の配置の観点から，第 6.3－3図に示す

とおり，斜面 A-1 は以下の２つの区間に分けられる。

それぞれの区間は，抑止杭の効果を期待する範囲と

し，それ以外は斜面高さが低いことから除外してい

る。 

・区間Ⅰ：抑止杭の構造Ⅰが 12m 間隔で 7 本配置され

ている山体 

・区間Ⅱ：抑止杭の構造Ⅱが 16m 間隔で 3 本配置され

ている山体 

1.0.2-767



 

 

 

柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20 版） 東海第二発電所（2018.9.18 版） 島根原子力発電所 ２号炉 備考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平面図 

抑止杭構造図（構造Ⅰ）   抑止杭構造図（構造Ⅱ） 

第 6.3－3図 抑止杭の配置パターン図 

 

次に，地形及び地質・地質構造の観点から，区間Ⅰ

及び区間Ⅱにおける岩級・シーム鉛直断面図を第 6.3

－4 図に，当該断面図を用いてそれぞれの地形及び地

質・地質構造を比較した結果を第 6.3－1 表に示す。 

比較検討の結果，各区間において地形及び地質・地

質構造が異なるため，両者を評価対象斜面に選定し

た。 
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①－①’断面

②－②’断面

第 6.3－4図 区間Ⅰ及び区間Ⅱにおける 

岩級・シーム鉛直断面図 

第 6.3－1表 各区間における地形及び 

地質・地質構造の比較結果 

【評価断面の設定】 

評価対象斜面に選定した区間Ⅰ及び区間Ⅱにおい

て，地形及び地質・地質構造を考慮し，構造物の耐

震評価上，最も厳しくなると考えられる断面位置を
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評価断面に設定する。 

区間Ⅰ及び区間Ⅱの断面位置平面図を第 6.3－5

図に，地質鉛直断面図を第 6.3－6図に，シーム分

布図を第 6.3－7 図に示す。 

抑止杭の評価断面については，各区間において地

質が東西方向に概ね一様であることを踏まえ，斜面

高さが高くなる各区間の中央位置において，最急勾

配となる方向に①－①’断面及び②－②’断面を設

定した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 6.3－5図 区間Ⅰ及び区間Ⅱの断面位置平面図 

 

 

 

 

 

 

 

 岩級鉛直断面図  

 

 

 

 

 

 

 岩相鉛直断面図  

第 6.3－6図 区間Ⅰ及び区間Ⅱの地質鉛直断面図 
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【凡例】

：抑止杭を施工する対象斜面

：アクセスルート（車両・要員）

※破線は要員のみ

：抑止杭 ：断面位置
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第 6.3－7図 区間Ⅰ及び区間Ⅱのシーム分布図 

(2) 解析用物性値（地盤）

地盤の解析用物性値については，「島根原子力発電所

２号炉 原子炉建物等の基礎地盤及び周辺斜面の安定性

評価について」（現在，審議中）の物性値を用いる。 

(3) 解析用物性値（抑止杭，物理特性・変形特性）

耐震評価に用いる材料定数は，設計図書及び文献等を

基に設定する。抑止杭の使用材料を第 6.3－2 表に示す。 

第 6.3－2表 抑止杭の使用材料 

材 料 諸 元 

抑止杭 

コンクリート 設計基準強度 Fc=24N/mm2 

鉄筋 SD345 D38，D51 

Ｈ鋼 SM490 H458×417×30×50 

抑止杭の解析用物性値の設定概要図を第 6.3－8 図に示

す。 

抑止杭の杭間には岩盤が存在することから，抑止杭の

単位奥行当たりの解析用物性値については，抑止杭と岩

盤を合成した物性値を設定する。合成する物性値は，単

位体積重量，静弾性係数及び動せん断弾性係数とし，ポ

アソン比及び減衰定数については，抑止杭の構造主体で

ある鉄筋コンクリートの一般値を用いる。合成方法は，

各区間において抑止杭及び岩盤の断面積を算定して両者

地表面

抑止杭
※破線は投影

B23，24シーム深度

T.P.+
約16m

T.P.+25.1m

0 10 20m

T.P.+45.0m

T.P.+
約30m

0 10 20m
抑止杭

T.P.+25.0m

B21，22シーム深度

地表面

区間Ⅱ 区間Ⅰ

←Ａ Ａ’→

←Ｂ Ｂ’→
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の断面積比に物性値を乗じて足し合わせる。 

平面図 

設定概要図（例：区間Ⅰ） 

第 6.3－8図 抑止杭の解析用物性値の設定概要図 

抑止杭及び岩盤の物性値を第 6.3－3 表に，算定に用い

た抑止杭及び岩盤の断面積比を第 6.3－4 表に，合成した

抑止杭の単位奥行当たりの解析用物性値を第 6.3－5 表に

示す。 
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第 6.3－3表 抑止杭及び岩盤の物性値 

※1：コンクリート標準示方書[構造性能照査編]（(社)土木学

会，2002 年）に基づき設定。 

※2：Ｇ＝Ｅ/2（1＋ν）により算定。

※3：JEAG4601-1987 に基づき設定。

※4：道路橋示方書・同解説 Ⅰ共通編（(社)日本道路協会，

2002 年）に基づき設定。 

※5：斜面の抑止杭近傍岩盤の物性値として，以下の物性値を

用いる。 

①－①’：ＣＨ級頁岩・凝灰岩の互層，第□3 速度層

②－②’：ＣＨ級頁岩・凝灰岩の互層，第□2 速度層

第 6.3－4表 算定に用いた抑止杭及び岩盤の断面積比 

第 6.3－5表 合成した抑止杭の単位奥行当たりの解析用物性値

(4) 地震応答解析手法

解析手法は 4.1 章と同じものを用いる。 

地震時の応力は，静的解析による常時応力と，地震応

答解析による地震時増分応力を重ね合わせることにより

求める。 

常時応力は，建設過程を考慮し，第 6.3－9図に示すと
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おり，３ステップに分けて解析を実施する。 

・ステップ１：地盤の自重計算により初期応力を求め

る。 

・ステップ２：敷地造成工事による切取に伴う開放力

を反映する。 

・ステップ３：抑止杭の掘削に伴う開放力及び建込み

に伴う荷重を反映する。敷地造成工事

による埋戻土の荷重を反映する。 

第 6.3－9図 常時応力解析ステップ図（例：①－①’断面） 

(5) 解析モデルの設定

①－①’断面及び②－②’断面の解析モデル図を第 6.3

－10 図及び第 6.3－11 図に示す。解析モデルには，地盤

及び敷地内土木構造物として設定されている抑止杭をモ

デル化した。 

【解析領域】 

側面境界及び底面境界は，斜面頂部や法尻からの

距離が十分確保できる位置に設定した。 

【境界条件】 

エネルギーの逸散効果を評価するため，側面はエ

ネルギー伝達境界，底面は粘性境界とした。

【地盤のモデル化】 

平面ひずみ要素でモデル化する。シームはジョイ

ント要素でモデル化する。
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【抑止杭のモデル化】 

平面ひずみ要素でモデル化する。 

【地下水位の設定】 

保守的に地表面に設定する。 

【減衰特性】 

JEAG4601-2015に基づき，岩盤の減衰を 3％に設

定する。抑止杭の減衰は，コンクリート標準示方書

〔構造性能照査編〕（土木学会，2002 年）に基づ

き，5％に設定する。 

第 6.3－10(1)図 ①－①’断面 解析用岩盤分類図 

第 6.3－10(2)図 ①－①’断面 解析用要素分割図 
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第 6.3－11(1)図 ②－②’断面 解析用岩盤分類図 

第 6.3－11(2)図 ②－②’断面 解析用要素分割図 

(6) 荷重の組合せ

【考慮する荷重について】 

・常時荷重

常時作用している荷重として，自重及び積載荷重

を考慮する。 

・地震荷重（Ｓｓ）

基準地震動Ｓｓによる地震力を考慮する。 
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・風荷重 

「第６条 外部からの衝撃による損傷の防止」に

おいて規定する設計基準風速に伴う荷重を考慮す

る。 

 

・積雪荷重 

「第６条 外部からの衝撃による損傷の防止」に

おいて規定する松江市建築基準法施行細則に基づく

垂直積雪量に平均的な積雪荷重を与えるための係数

0.35 を考慮した荷重と組合せる。 

 

【荷重の組合せ】 

荷重の組合せの設定に当っては，抑止杭の設置状況

等を考慮し，各荷重の組合せの要否を整理した。 

「積雪荷重」については，常時荷重に対して極めて

小さいため，考慮しないこととする。 

「風荷重」については，大部分が地中に埋設された

構造物であり，地上部分が少なく風の影響をほとんど

受けないため，考慮しない。 

 

以上のことから，以下の荷重の組合せに対して構造設計

を行う。 

 

・常時荷重＋地震荷重 
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(7) 許容限界

【断面力の算定】 

抑止杭に発生する断面力は，地震時応答解析から求

まる抑止杭の各要素に生じる応力から，抑止杭に作用

する断面力（軸力，曲げモーメント及びせん断力）を

算定する。断面力算定の概念図を第 6.3－12 図に示

す。 

第 6.3－12 図 断面力算定の概念図 

【照査方法】 

斜面上の深礎基礎設計施工便覧((社)日本道路協

会，2012 年 3 月)に基づき，せん断破壊に対する照

査及び曲げ破壊に対する照査を実施する。 

せん断破壊に対する照査は，発生する最大せん断

力が抑止杭の許容せん断抵抗力（短期）を下回るこ

とを確認する。 

曲げ破壊に対する照査は，最大曲げモーメント発

生時の軸力及び曲げモーメントから算定されるコン

クリートの曲げ圧縮応力度及び鉄筋の引張応力度

が，コンクリート及び鉄筋の許容応力度（短期）を

下回ることを確認する。 

岩盤

抑止杭

シーム
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【抑止杭に作用するせん断力の算定】 

抑止杭に作用するせん断力は第 6.3－12 図により算

定する。 

 

【曲げ応力度の算定】 

曲げ応力度の算定式は以下のとおり。 

 

 

 

【許容値の設定】 

・抑止杭の許容せん断抵抗力 

 

抑止杭（鉄筋コンクリート＋Ｈ鋼）の許容せ

ん断抵抗力のうち，鉄筋コンクリート部につい

ては，コンクリート標準示方書〔構造性能照査

編〕（土木学会，2002 年）の許容応力度法に

基づいて設定する。 
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また，Ｈ鋼部については，道路橋示方書・同

解説（Ⅰ 共通編・Ⅱ 鋼橋編）（日本道路協

会，2002 年）に基づいて設定する。 

なお，杭のせん断抵抗力の算定では，鉄筋及

びＨ鋼がコンクリートに拘束されていることを

考慮し，コンクリート，鉄筋，Ｈ鋼の全断面を

考慮して算定を行う。 

抑止杭の許容せん断抵抗力R	 は，第 6.3－6

表の杭の１本当たりの許容せん断抵抗力を各区

間の杭本数（区間Ⅰなら７本）で乗じ，各区間

の抑止杭の効果を期待する範囲の幅（斜面の奥

行方向幅）で除して単位奥行当たりのせん断抵

抗力として算出する。 

算出した抑止杭の単位奥行当たりの許容せん

断抵抗力について，第 6.3－7表に示す。 

R	 ൌ
n ൈ S	 ൅ S
cosθ

	ൈ
1
L

  ここで， 

R	  ：抑止杭の単位奥行き当たりの許容せん断

抵抗力 

n ：杭本数（区間Ⅰ：７本，区間Ⅱ：３本）

S	  ：杭１本の許容せん断抵抗力

S	  ：杭間及び周辺岩盤のせん断抵抗力

（照査位置に関わらず，シームであると

して保守的にゼロとする） 

θ ：すべり面角度（保守的にcos0° ൌ 1とす

る） 

L ：各区間の抑止杭の効果を期待する範囲の

幅 

（斜面の奥行方向幅。区間Ⅰ：150.5m，

区間Ⅱ：48.6m） 
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第 6.3－6表 抑止杭１本当たりの許容せん断抵抗力 Sｋ 

※1：コンクリート標準示方書[構造性能照査編]（(社)土木学

会，2002 年）に基づき，コンクリート（fc＝24N/mm2）

の許容せん断応力度：0.45 N/mm2の２倍の強度割増し

（一時的な荷重または極めてまれな荷重）を行う。 

※2：コンクリート標準示方書[構造性能照査編]（(社)土木学

会，2002 年）に基づき，鉄筋（SD345）の許容引張応力

度：196 N/mm2の 1.65 倍の強度割増し（一時的な荷重ま

たは極めてまれな荷重）を行う。 

※3：道路橋示方書・同解説 Ⅰ共通編・Ⅱ鋼橋編（(社)日本道

路協会，2002 年）に基づき，H鋼の許容せん断応力度：

100 N/mm2の 1.5 倍の強度割増し（地震荷重）を行う。 

※4：道路橋示方書・同解説 Ⅰ共通編・Ⅳ下部構造編（(社)日

本道路協会，2002 年）に基づき下式により設定。 

Sc = τca×0.6×1.06×A 

 ここで，Sc：コンクリートの許容せん断抵抗力，

τca：コンクリートの許容せん断応力度， 

A：コンクリートの断面積 

※5：道路橋示方書・同解説 Ⅰ共通編・Ⅳ下部構造編（(社)日

本道路協会，2002 年）に基づき下式により設定。 

Ss = As×σsa×d（sin90°+ cos90°）／（1.15×s）

 ここで，Ss：帯鉄筋の許容せん断抵抗力，σsa：帯鉄

筋の許容引張応力度， 

 As：鉄筋の断面積，d：部材断面の有効高

（=5,180mm），s：帯鉄筋の部材軸方向の間隔

（=200mm） 

1.0.2-781



柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20 版） 東海第二発電所（2018.9.18 版） 島根原子力発電所 ２号炉 備考 

第 6.3－7表 抑止杭の単位奥行当たりの許容せん断抵抗力 RK 

・コンクリートの許容曲げ圧縮応力度及び鉄筋の許容

引張応力度 

コンクリートの許容曲げ圧縮応力度及び鉄筋の

許容引張応力度は，コンクリート標準示方書〔構

造性能照査編〕（土木学会，2002 年）の許容応力

度法に基づいて設定する。 

コンクリートの許容曲げ圧縮応力度及び鉄筋の

許容引張応力度について，第 6.3－8 表のとおり

設定する。 

第 6.3－8表 コンクリートの許容曲げ圧縮応力度・鉄筋の許容

引張応力度 

項目 
許容値 

（N/mm2） 

コンクリートの許容曲げ圧縮応力度※１ 18

軸方向鉄筋の許容引張応力度※２ 323

※1 コンクリート標準示方書〔構造性能照査編〕（土木学

会，2002 年）に基づき，コンクリート（fc＝24N/mm2）の

許容曲げ圧縮応力度：9 N/mm2の２倍の強度割増し（一時

的な荷重または極めてまれな荷重）を行う。 

※2 コンクリート標準示方書〔構造性能照査編〕（土木学

会，2002 年）に基づき，鉄筋（SD345）の許容引張応力

度：196 N/mm2の 1.65 倍の強度割増し（一時的な荷重ま

たは極めてまれな荷重）を行う。 
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(8) 評価手順

抑止杭の耐震評価フローを第 6.3－13 図に示す。 

 

 

第 6.3－13 図 抑止杭の耐震評価フロー 

(9) 入力地震動の策定

入力地震動は，解放基盤面で定義される基準地震動Ｓ

ｓを一次元波動論によって，地震応答解析モデルの入力

位置で評価したものを用いる。入力地震動は水平地震動

及び鉛直地震動を同時に作用させるものとする。 

応答スペクトル手法による基準地震動については，水

平地震動及び鉛直地震動の位相反転を考慮する。また，

震源を特定せず策定する地震動による基準地震動につい

ては，水平地震動の位相反転を考慮する。 

なお，敷地ごとに震源を特定して策定する地震動によ

る基準地震動 Ss-F1 及び Ss-F2 については，応答スペク

トル手法による基準地震動 Ss-D に包絡されるため，検討

対象外とする。 

第 6.3－9表に入力地震動の一覧を示す。 

入力地震動策定の概念図を第 6.3－14 図に，基準地震

動Ｓｓの加速度応答スペクトルと時刻歴波形を第 6.3－

15 図～第 6.3－18 図に示す。 

なお，入力地震動の策定には，解析コード「SHAKE 

Ver.2」を使用する。 

応力の重ね合わせ（地震時の応力）

応答値が
許容限界を下回る

詳細検討※

評 価 終 了

No

解析モデルの作成

入力地震動の作成

地震応答解析
（動的解析）

地震時増分応力の算定

静的解析

常時応力の算定

※ 検討内容に応じて，必要なプロセスへ戻る

構造部材の応答値の算定

Yes
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第 6.3－9表 入力地震動の一覧 

第 6.3－14 図 入力地震動策定の概念図 

 

第 6.3－15 図 基準地震動Ｓｓの加速度応答スペクトル 

（水平方向） 

加速度（cm/s2）
h=0.05

  周期（s）
0.01 0.1 1 10
0

1000

2000

 2004年北海道留萌支庁南部地震（K-NET港町）保守性考慮した地震動［基準地震動Ss-N1H］

 基準地震動Ss-DH
 基準地震動Ss-F1H（NS成分）
 基準地震動Ss-F1H（EW成分）
 基準地震動Ss-F2H（NS成分）
 基準地震動Ss-F2H（EW成分）

 2000年鳥取県西部地震（賀祥ダム観測記録：NS成分）［基準地震動Ss-N2H（NS成分）］
 2000年鳥取県西部地震（賀祥ダム観測記録：EW成分）［基準地震動Ss-N2H（EW成分）］
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Ss-D 

 

Ss-N1 

 

Ss-N2（NS 成分） 

 

Ss-N2（EW 成分） 

第 6.3－16 図 基準地震動Ｓｓの加速度時刻歴波形（水平方向）
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第 6.3－17 図 基準地震動Ｓｓの加速度応答スペクトル 

（鉛直方向） 

加速度（cm/s2）
h=0.05

  周期（s）
0.01 0.1 1 10
0

1000

2000

 基準地震動Ss-DV
 基準地震動Ss-F1V
 基準地震動Ss-F2V
 2004年北海道留萌支庁南部地震（K-NET港町）保守性考慮した地震動［基準地震動Ss-N1V］
 2000年鳥取県西部地震（賀祥ダム観測記録）［基準地震動Ss-N2V］
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Ss-D 

 

Ss-N1 

 

Ss-N2 

第 6.3－18 図 基準地震動Ｓｓの加速度時刻歴波形（鉛直方向）

 

6.3.3 評価結果 

第 6.3－10 表～第 6.3－12 表に，コンクリートの曲げ圧

縮応力度，鉄筋の引張応力度及びせん断力に対する照査結

果を示す。コンクリートの発生曲げ応力度，鉄筋の引張応

力度，せん断力はいずれも許容値を下回っていることを確

認した。 

また，抑止杭周辺の地盤の局所安全係数分布図を第 6.3－

19 図及び第 6.3－20 図に示す。抑止杭周辺の地盤は健全性

を確保している。 

以上のことから，地震時における抑止杭の機能は維持さ

れている。 

なお，本評価結果は暫定条件を用いた評価結果であるこ

とから，正式条件を用いた評価結果は詳細設計段階で示す。
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第 6.3－10 表 コンクリートの曲げ圧縮応力度の照査結果 

第 6.3－11 表 鉄筋の引張応力度の照査結果 

第 6.3－12 表 抑止杭のせん断力の照査結果 

第 6.3－19 図 抑止杭周辺地盤の健全性照査結果 

（①－①’断面）

（Ss-D・8.96 秒，抑止杭を通るすべり面の 

すべり安全率が最小となる地震動及び時刻） 
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第 6.3－20 図 抑止杭周辺地盤の健全性照査結果 

（②－②’断面） 

（Ss-D・8.59 秒，抑止杭を通るすべり面の 

すべり安全率が最小となる地震動及び時刻） 

 

6.4 斜面 A-1 の安定性評価 

6.4.1 基本方針 

抑止杭を設置した斜面について，基準地震動Ｓｓによる

すべり安定性評価を実施する。 

すべり安定性評価については，想定すべり面上の応力状

態をもとに，すべり面上のせん断抵抗力の和をすべり面上

のせん断力の和で除して求めたすべり安全率が評価基準値

を上回ることを確認する。 

なお，適用規格は 6.3.1(3)と同じである。 

 

6.4.2 耐震評価 

(1) 評価対象斜面の選定 

評価対象斜面は，6.3.2(1)と同じ断面とする。 

 

(2) 解析用物性値，地震応答解析手法等 

6.3 章の地震応答解析結果の応力状態からすべり安全率

を計算するため，地震応答解析手法，解析用物性値，解

析モデル及び入力地震動は 6.3 章と同様である。 

 

(3) 評価基準値の設定 

すべり安定性評価では，4.4 章と同様，評価対象斜面の

最小すべり安全率が評価基準値 1.0 を上回ることを確認

する。（設定根拠は末尾の参考－２を参照） 
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(4) すべり安全率の算定方法

すべり安全率の算定は，4.4 章と同様の手法によりすべ

り安全率を算定し，その際に抑止杭のせん断抵抗力も見

込む。 

抑止杭のせん断抵抗力も見込んだシームすべりに対す

るすべり安全率算定の概念図を第 6.4－1 図に示す。 

平面図 

断面図（概念図） 

第 6.4－1図 シームすべりに対する抑止杭の 

せん断抵抗力算出概要図 

すべり面角度θ

シームすべり面

抑止杭

抑止杭のせん断抵抗力算出イメージ断面図

すべり面上の地盤及び抑止杭の
せん断力の和

すべり面上の地盤の
せん断抵抗力の和抑止杭の

許容せん断抵抗力

すべり
安全率

抑止杭の効果を期待する範囲の幅
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抑止杭による抵抗力を考慮したすべり安全率の算定式

を以下に示す。すべり安全率算出時には，抑止杭（鉄筋

コンクリート＋Ｈ鋼）のせん断抵抗力を見込む。

F	 ൌ

 ここで， 

P	 ：すべり面上の地盤のせん断抵抗力の和 

P	 ：すべり面上（地盤，抑止杭）のせん断力の和 

R ：抑止杭の許容せん断抵抗力 

抑止杭の単位奥行当たりの許容せん断抵抗力R	 は，照

査の際に用いた第 6.3－6表の杭の１本当たりの許容せん

断抵抗力を各区間の杭本数（区間Ⅰなら７本）で乗じ，

各区間の抑止杭の効果を期待する範囲の幅（斜面の奥行

方向幅，詳細は第 6.3－8図を参照）で除して単位奥行当

たりのせん断抵抗力として算出する。 

R	 ൌ
	 ൈ	

θ
ൈ

 ここで， 

R  ：抑止杭の単位奥行き当たりの許容せん断抵抗

力 

n ：杭本数（区間Ⅰ：７本，区間Ⅱ：３本） 

S  ：杭１本の許容せん断抵抗力 

 ：杭間及び周辺岩盤のせん断抵抗力 

（シームの場合は保守的に見込まない）

θ ：すべり面角度 

L ：抑止杭の効果を期待する範囲の幅

（斜面の奥行方向幅，区間Ⅰ：150.5m，区間

Ⅱ：48.6m，詳細は第 6.3－8 図を参照） 
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6.4.3 評価内容 

斜面安定性評価フローを第 6.4－2図に示す。 

第 6.4－2図 斜面安定性評価フロー 

6.4.4 入力地震動の策定 

入力地震動は，4.5 章と同様。 

6.4.5 評価結果 

(1) ①－①’断面

すべり安定性評価結果を第 6.4－3図に示す。最小すべ

り安全率（平均強度）が評価基準値 1.0 を上回ってお

り，安定性を有することを確認した。 

また，上記の結果が最小となったケースに対して，地

盤物性のばらつき（平均強度－1.0×標準偏差（σ））を

考慮した場合でも，最小すべり安全率が評価基準値 1.0

を上回っており，安定性を有することを確認した。 

応力の重ね合わせ（地震時の応力）

すべり安全率
1.0を上回る

詳細検討※

評 価 終 了

No

解析モデルの作成

入力地震動の作成

地震応答解析
（動的解析）

地震時増分応力の算定

静的解析

常時応力の算定

※ 検討内容に応じて，必要なプロセスへ戻る

すべり安全率の算定

Yes
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第 6.4－3図 ①－①’断面の評価結果 

(2) ②－②’断面

すべり安定性評価結果を第 6.4－4 図に示す。最小すべ

り安全率（平均強度）が評価基準値 1.0 を上回ってお

り，安定性を有することを確認した。 

また，上記の結果が最小となったケースに対して，地

盤物性のばらつき（平均強度－1.0×標準偏差（σ））を

考慮した場合でも，最小すべり安全率が評価基準値 1.0

を上回っており，安定性を有することを確認した。 
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第 6.4－4図 ②－②’断面の評価結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1.0.2-794



柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20 版） 東海第二発電所（2018.9.18 版） 島根原子力発電所 ２号炉 備考 

（参考－１）評価対象斜面の選定理由（詳細） 

１．グループＡにおける評価対象斜面の選定理由（詳細） 

・岩盤で構成される斜面

グループＡの岩盤斜面である④－④’断面～⑦－

⑦’断面の比較検討結果及び評価対象斜面の選定根拠

の詳細を断面ごとに示す。 

【④－④’断面（評価対象斜面）】 

④－④’断面の斜面は切取斜面であり，斜面高さ

が最も高く，最急勾配方向となるすべり方向に断面

を設定した。 

当該斜面は，CL級岩盤が分布すること，斜面高さ

がグループＡ（T.P.+15m 程度）の岩盤斜面である④

－④’断面～⑦－⑦’断面の中で 94m と最も高いこ

と，及びシームが分布することから，簡便法を実施

した。その結果，最小すべり安全率が小さいことか

ら，評価対象斜面に選定する。 

第１図 ④－④’断面の比較結果 

評価対象斜面 

凡 例
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【⑤－⑤’断面（評価対象斜面）】 

⑤－⑤’断面の斜面は自然斜面であり，斜面高さ

が最も高く，風化帯が最も厚くなる尾根部を通るす

べり方向に断面を設定した。 

当該斜面は，CL級岩盤が分布すること，平均勾配

が 1:2.1 と緩いが，局所的な急勾配部（1:0.6，CL級

岩盤）があること，及びシームが分布することか

ら，簡便法を実施した。その結果，最小すべり安全

率が小さいことから，評価対象斜面に選定する。 

第２図 ⑤－⑤’断面の比較結果 

評価対象斜面 

凡 例
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【⑥－⑥’断面】 

⑥－⑥’断面の斜面は切取斜面であり，斜面高さ

が最も高く，最急勾配方向となるすべり方向に断面

を設定した。 

当該斜面は，CL級岩盤が分布すること，1：1.1 の

急勾配部があること，及びシームが分布することか

ら，簡便法を実施した。その結果，最小すべり安全

率が④－④’断面等に比べて大きいことから，④－

④’断面等の評価に代表させる。

第３図 ⑥－⑥’断面の比較結果 
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【⑦－⑦’断面（別途安定性評価を実施）】 

⑦－⑦’断面の斜面は自然斜面であり，斜面高さ

が最も高く，風化帯が最も厚くなる尾根部を通るす

べり方向に断面を設定した。 

当該斜面は，D級岩盤及び CL級岩盤が分布する

が，④－④’断面等に比べて斜面高さが低いこと，

平均勾配が緩いこと，及びシームが分布しないこと

から，④－④’断面等の評価に代表させる。 

なお，地質断面図については，「島根原子力発電

所２号炉 防波壁及び１号放水連絡通路防波扉の周

辺斜面の安定性評価について」（現在，審議中）の

審査結果を適宜反映する。 

第４図 ⑦－⑦’断面の比較結果 
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・盛土で構成される斜面

グループＡの盛土斜面である⑧－⑧’断面及び⑨－

⑨’断面の比較検討結果及び評価対象斜面の選定根拠

の詳細を断面ごとに示す。 

【⑧－⑧’断面】 

⑧－⑧’断面の斜面は盛土斜面であり，斜面高さ

が最も高く，最急勾配方向となるすべり方向に断面

を設定した。 

当該斜面は，⑨－⑨’断面に比べて，盛土厚が

100m と厚いこと，及び斜面高さが高いことから，簡

便法を実施した。その結果，最小すべり安全率が小

さいことから，評価対象斜面に選定する。 

第５図 ⑧－⑧’断面の比較結果 
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【⑨－⑨’断面】 

⑨－⑨’断面の斜面は盛土斜面であり，斜面高さ

が最も高く，最急勾配方向となるすべり方向に断面

を設定した。 

当該斜面は，斜面の勾配が⑧－⑧’断面に比べて

急ではあるが，盛土厚が⑧－⑧’断面に比べて 40m

と薄いこと，及び斜面高さが低いことから，⑧－

⑧’断面の評価に代表させる。

第６図 ⑨－⑨’断面の比較結果 
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２．グループＢにおける評価対象斜面の選定理由（詳細） 

グループＢの岩盤斜面である⑪－⑪’断面～⑯－⑯’断

面の比較検討結果及び評価対象斜面の選定根拠の詳細を断

面ごとに示す。 

【⑪－⑪’断面】 

⑪－⑪’断面の斜面は自然斜面であり，斜面高さが最

も高く，風化帯が最も厚くなる尾根部を通るすべり方向

に断面を設定した。 

当該斜面は，CL級岩盤が分布すること，平均勾配が

1:1.5 と緩いが，局所的な急勾配部（1:0.4 及び 1:0.7，

CL級岩盤）があること，及びシームが分布することか

ら，簡便法を実施した。その結果，最小すべり安全率が

後述する⑫－⑫’断面等に比べて大きいことから，⑫－

⑫’断面等の評価に代表させる。

第７図 ⑪－⑪’断面の比較結果 
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【⑫－⑫’断面（評価対象斜面）】 

⑫－⑫’断面の斜面は切取斜面であり，斜面高さが最

も高く，最急勾配方向となるすべり方向に断面を設定し

た。 

当該斜面は，D級岩盤及び CL級岩盤が分布すること，

斜面高さが 94m とグループＢ（T.P.+44m～50m）の斜面で

最も高いこと，1：1.2 の急勾配部があること，及びシー

ムが分布することから簡便法を実施した。その結果，最

小すべり安全率が小さいことから，評価対象斜面に選定

する。 

第８図 ⑫－⑫’断面の比較結果 
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【⑬－⑬’断面（評価対象斜面）】 

⑬－⑬’断面の斜面は自然斜面であり，斜面高さが最

も高く，風化帯が最も厚くなる尾根部を通るすべり方向

に断面を設定した。 

当該斜面は，D級岩盤及び CL級岩盤が分布すること，

平均勾配が 1:2.0 と緩いが，局所的な急勾配部（1:0.7，

CL級岩盤）があること，及びシームが分布することから

簡便法を実施した。その結果，最小すべり安全率が小さ

いことから，評価対象斜面に選定する。 

第９図 ⑬－⑬’断面の比較結果 
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【⑭－⑭’断面（評価対象斜面）及び⑮－⑮’断面】 

⑭－⑭’断面及び⑮－⑮’断面の斜面は自然斜面であ

り，斜面高さが最も高く，風化帯が最も厚くなる尾根部

を通るすべり方向に断面を設定した。 

⑭－⑭’断面の斜面は，D 級岩盤及び CL級岩盤が分布

すること，1：1.3 の急勾配であること，及びシームが分

布することから簡便法を実施した。その結果，最小すべ

り安全率が小さいことから，評価対象斜面に選定する。 

また，⑮－⑮’断面の斜面は，D 級岩盤，CL級岩盤及び

シームが分布するが，⑫－⑫’断面等に比べて，斜面高

さが低いこと，及び平均勾配が緩いことから，⑫－⑫’

断面等の評価に代表させる。 

第 10図 ⑭－⑭’断面及び⑮－⑮’断面の比較結果 
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【⑯－⑯’断面】 

⑯－⑯’断面の斜面は切取斜面であり，斜面高さが最

も高く，最急勾配方向となるすべり方向に断面を設定し

た。 

当該斜面は，CL級岩盤が分布するが，⑫－⑫’断面等

に比べて，斜面高さが低いこと，平均勾配が 1:1.5 と緩

いこと，及びシームが分布しないことから，⑫－⑫’断

面等の評価に代表させる。 

第 11図 ⑯－⑯’断面の比較結果 
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（参考－２）すべり安定性評価の基準値の設定について 

 斜面のすべり安定性評価における評価基準値を 1.0 としたこ

とについて，以下の理由から，二次元動的有限要素法解析にお

けるすべり安全率が 1.0 を上回れば，斜面の安定性は確保でき

ると考えている。 

・「斜面安定解析入門（社団法人地盤工学会）」※1におい

て，「有限要素法を用いた動的解析ですべり安全率が１以

上であれば，局所安全率が１を下回る所があっても，全体

的なすべり破壊は生じないものと考えられる。さらに，こ

のすべり安全率が１を下回っても，それが時間的に短い区

間であれば，やはり必ずしも全体的すべりに至らないであ

ろう。」と示されている。 

・「大規模地震に対するダム耐震性能照査指針（案）・同解

説（国土交通省河川局）に係る参考資料」※2において，等

価線形化法による動的解析を用いたすべり安定性の検討に

おいて，すべり安全率が１を下回る場合にはすべり破壊が

発生する可能性があるとされている。 

・「道路土工盛土工指針（社団法人日本道路協会）」※3にお

いて，「レベル２地震動に対する設計水平震度に対して，

円弧すべり面を仮定した安定解析法によって算出した地震

時安全率の値が 1.0 以上であれば，盛土の変形量は限定的

なものにとどまると考えられるため，レベル２地震動の作

用に対して性能２を満足するとみなしてよい。」と示され

ている。 

注）レベル２地震動：供用期間中に発生する確率は低いが

大きな強度を持つ地震動。 

注）性能２：想定する作用による損傷が限定的なものにと

どまり，盛土としての機能の回復がすみやかに行い得る

性能。 

 また，解析に当たっては，以下に示す保守的な評価を行って

いるため，すべり安全率 1.0 は評価基準値として妥当であると

考えている。 

・２次元断面による評価であり，現実のすべりブロック（３

次元形状）が持つ側方抵抗を考慮していないため，保守的
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な評価となっている。 

・各要素の応力状態より，「引張応力が発生した要素」，

「せん断強度に達した要素」については，せん断抵抗力の

算定に用いる強度に残留強度を採用し，健全強度より低下

させることで安全側の評価を実施している。 

※1：社団法人地盤工学会，P81

※2：国土交通省 国土技術政策総合研究所，平成 17 年 3

月，P132 

※3：社団法人日本道路協会，平成 22 年 4 月，P123
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別紙（38） 

敷地の地質・地質構造の特徴及び想定されるリスクについて 

１．敷地の地質・地質構造の特徴 

 敷地の地質・地質構造として，敷地内の地質構成を第 1表

に,第四系基底の標高分布及び段丘面区分を第 1図に示す。敷

地の南部には，主に砂礫,砂及びシルトからなる段丘堆積物

（D1層，D2 層）が分布し，その上位には砂礫からなる沖積層

（Ag2 層）が分布する。D1 層の分布標高は約 21m～約 5mであ

り，上部には厚さ 2.5m～3.0m 程度の風化火山灰層を伴う。D2

層の分布標高は約 0～約－14m であり，沖積層下の埋没段丘と

なっている。敷地北部は久慈川の侵食により形成された凹状の

谷となっている。この谷底の標高は約－60m であり，ほぼ平坦

な面である。第四系の基底部付近に主として砂礫層（Ag1 層）

が分布し，その上位には粘土層（Ac 層），砂層（As 層）及び

礫混じり砂層（Ag2 層）が互層状を呈して分布している。最上

位には，敷地全体にわたり細粒～中粒の均一な砂からなる砂丘

砂層（du層）が分布している。 

液状化に伴う不等沈下等を考慮する上で，地質・地質構造の

特徴を整理すると，以下の点となる。 

①敷地の第四系は，砂層，砂礫層，粘土層からなり，おお

むね水平に分布している。 

②敷地の北部と南部には，北西－南東方向に延びる岩盤の

深度の急変部（領域Ａ及び領域Ｂ）が認められ，これに

伴う第四系の層厚及び地層構成の変化が認められる。

（第 2図） 

別紙（32） 

敷地の地質・地質構造の特徴及び想定されるリスクについて 

1．敷地の地質・地質構造の特徴

第 1表に敷地の地質層序表を示す。敷地の地質は，新第三紀中

新世の堆積岩類からなる成相寺層及び貫入岩類，並びにそれらを

覆う被覆層から構成される。成相寺層は海成層で，下位より下部

頁岩部層，火砕岩部層及び上部頁岩部層に区分される。 

被覆層は，崖錐・海底堆積物及び盛土からなる。崖錐・海底堆

積物は主に礫混じり砂質土及び礫混じり粘性土からなり，約 2m

～5m の厚さで，斜面中腹や裾部，あるいは谷部等の傾斜面に分

布する。また，盛土は１号炉，２号炉及び３号炉建設時の埋立地

等に分布する。 

敷地の被覆層である盛土は，埋戻土（掘削ズリ）と埋戻土（粘

性土）に分類している。 

埋戻土（掘削ズリ）は，発電所建設時の敷地造成において発生

した新第三紀中新世の成相寺層の岩砕が主体となっており，広く

分布する。 

埋戻土（粘性土）は，護岸建設時に，背面の止水性を担保する

ために幅 20m 程度にわたり裏込めしたものである。第 1図に被覆

層のボーリング柱状図を示す。 

敷地の被覆層である崖錐・海底堆積物は，砂礫層として分類し

ている。 

対象設備周辺の地層の分布状況について第 2図及び第 3図に整

理した。 

埋戻土（掘削ズリ）は，EL+15m 以下の敷地において概ね全域

にわたって広範囲に分布する。 

埋戻土（粘性土）は，１，２号炉北側護岸背面にのみ分布す

る。 

砂礫層は，１号炉東側の EL+15m 以下の敷地，３号炉北側の

EL+8.5m 以下の敷地及び輪谷湾周辺において局所的に分布する。 

・設計方針の相違

【柏崎 6/7】 

島根２号炉は，東海

第二と同様に敷地の地

質・地質構造の特徴及

び想定されるリスクに

ついて検討 

・設備の相違

【東海第二】 

敷地の地質・地質構

造の特徴の相違 
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第 1表 敷地内の地質構成 

第 1図 第四系基底の標高分布及び段丘面区分図 

第 1表 敷地の地質層序表 

第 1図 敷地内の被覆層について 
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第 2図 地質断面図（①－①'断面） 

第 2図 敷地の地層分布状況（平面図） 

(a) 埋戻土（掘削ズリ）分布図

第 2図 敷地の地層分布状況（平面図） 

(b) 埋戻土（粘性土）分布図
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第 2図 敷地の地層分布状況（平面図） 

(c) 砂礫層分布図

第 3図 敷地の地層分布状況（断面図） 

(a) ３号炉北側エリア分布図

地質断面図（３号炉北側エリア）

深度
20.50m 21.00m

埋戻土（掘削ズリ）

①

26.50m 27.00m

砂礫層

②

コア写真

EL (m)

-10.00

0.00

-20.00

E-8

埋戻土（掘削ズリ）

岩盤
砂礫層

①

②

H：V≒1：5

①

②

敷地平面図

3号炉北側エリア

3号炉
東側エリア

1,2号炉
北側エリア

E-8

３号炉

２号炉 １号炉

：調査位置

凡例
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第 3図 敷地の地層分布状況（断面図） 

(b) ３号炉東側エリア分布図

第 3図 敷地の地層分布状況（断面図） 

(c) １，２号炉北側エリア分布図

EL (m)

-10.00

0.00

-20.00

E-5

埋戻土（掘削ズリ）

岩盤

H：V≒1：5地質断面図（３号炉東側エリア）

深度
7.50m 8.00m

埋戻土（掘削ズリ）

①

コア写真

①

①

敷地平面図

3号炉北側エリア

3号炉
東側エリア

1,2号炉
北側エリア

E-5

３号炉

２号炉 １号炉

：調査位置

凡例

EL (m)

-10.00

0.00

-20.00

E-7

埋戻土（掘削ズリ）

岩盤 砂礫層

埋戻土（粘性土）

基礎捨石

H：V≒1：5地質断面図（１，２号炉北側エリア）

①

深度
6.50m 7.00m

埋戻土（掘削ズリ）

②

11.00m10.50m

埋戻土（粘性土）
21.00m20.50m

砂礫層

③

コア写真

②

①

③ ②

③

①

3号炉北側エリア

3号炉
東側エリア

1,2号炉
北側エリア

E-7

３号炉

２号炉 １号炉

：調査位置

凡例

敷地平面図
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２．敷地の地質・地質構造の特徴から保管場所・アクセスルート

に想定されるリスク 

敷地の地質・地質構造の特徴に対し，保管場所・アクセス

ルートにて想定されるリスクを抽出する。

①敷地の第四系は，砂層，砂礫層，粘土層からなり，おおむね

水平に分布している。

a.重要施設設置において大規模な掘削・埋戻が行われるた

め，地山と埋戻部の不等沈下が想定される。

b.砂質地盤に液状化を仮定すると噴砂による不陸が想定さ

れる。 

②敷地の北部と南部には，北西－南東方向に延びる岩盤の深度

の急変部（領域Ａ及び領域Ｂ）が認められ，これに伴う第四

系の層厚及び地層構成の変化が認められる。 

c.岩盤の傾斜に伴う堆積層厚の変化により，沈下量が場所

的に変化することが想定される。

d.岩盤の傾斜部の地層構成の変化により，沈下量が場所的

に変化することが想定される。 

 保管場所については，b項が該当することから，その影響を

評価する。 

アクセスルートについては，全ての項目が該当することか

ら，その影響を評価する。 

３．岩盤の傾斜に伴う堆積層厚の変化及び岩盤の傾斜部の地層構

成の変化の程度の確認 

 岩盤の傾斜に伴う堆積層厚の変化及び岩盤の傾斜部の地層構

成の変化の程度が比較的大きい領域Ａの東側（取水構造物西側

付近：Ⅰ部）について，堆積層厚及び地層構成（砂質地盤の厚

さ）を確認する。第 3図に確認箇所位置図を，第 4図に堆積層

厚及び砂質地盤厚さの分布を示す。 

 岩盤の傾斜に伴う堆積層厚の変化については，層厚変化が大

きい場所で約 58％（層厚の変化量÷距離）であった。また，

砂質地盤の厚さの変化については，層厚変化が大きい場所で約

169％（層厚の変化量÷距離）であった。 

2．敷地の地質・地質構造の特徴から保管場所・アクセスルート

に想定されるリスク 

敷地の地質・地質構造の特徴に対し，保管場所・アクセスルー

トにて想定されるリスクを抽出する。

①敷地の被覆層は，埋戻土（掘削ズリ），埋戻土（粘性土），砂

礫層からなり，埋戻土（掘削ズリ）が主体的に分布している。 

a.発電所建設時において大規模な掘削・埋戻が行われたため，

地山と埋戻部の不等沈下が想定される。 

b.液状化を仮定すると噴砂による不陸が想定される。

②敷地の南側から北側に向けて岩盤の深度が徐々に深くなり，こ

れに伴う被覆層厚及び地層構成の変化が認められる。 

c.岩盤の傾斜に伴う被覆層厚の変化により，沈下量が場所的に

変化することが想定される。 

保管場所については，b項及び c項が該当することから，その

影響を評価する。 

アクセスルートについては，全ての項目が該当することから，

その影響を評価する。 

3．岩盤の傾斜に伴う被覆層厚の変化の程度の確認 

岩盤の傾斜に伴う被覆層厚の変化について確認する。第 4図に

岩盤と被覆層との境界部の状況を示す。 

岩盤と被覆層の境界部では，一般的に第 4図のように擦り付け

る工夫がなされている。 

・設備の相違

【東海第二】 

敷地の被覆層の相違 

・設備の相違

【東海第二】 

敷地の岩盤の相違 

・設計方針の相違

【東海第二】 

島根２号炉は，被覆

層の全層に沈下を想定

しているため，東海第

二と同様の沈下は発生

しない 

・設計方針の相違

【東海第二】 

島根２号炉は，被覆

層の全層に沈下を想定

しているため，東海第

二と同様の沈下は発生

しない 
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第 3図 確認箇所位置図 

第 4図 堆積層厚及び砂質地盤厚さの分布（Ｉ部） 

第 4図 岩盤と被覆層との境界部の状況 

岩盤被覆層

道路面
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補足 2 

屋外の純水・ろ過水タンク溢水時の影響等について 

1. 溢水伝播挙動評価について

地震によりタンクに大開口が生じ，短時間で大量の水が指向

性をもって流出することはないと考えられるが，溢水防護対象

設備への影響を評価するため，タンクの損傷形態及び流出水の

伝播に係わる評価条件を保守的な設定を行った上で溢水伝播挙

動評価を実施している。 

別紙（19） 

T.P.＋11m エリアの屋外タンク溢水時の影響等について

1. 溢水伝播挙動評価について

地震によりタンクに大開口が生じ，短時間で大量の水が指向

性をもって流出することはないと考えられるが，溢水防護対象

設備への影響を評価するため，タンクの損傷形態及び流出水の

伝播に係わる評価条件を保守的な設定を行った上で溢水伝播挙

動評価を実施している。 

評価の結果，可搬型設備の接続口付近の原子炉建屋（西側）

（第 1図 地点❷）では，タンクからの溢水後，過渡的に約

160cmの浸水深となるが，数分後には 10cm程度の浸水深となる

こと，また，可搬型設備の接続口付近の原子炉建屋（東側）

（第 1図 地点❺）は浸水深が数cmであることが確認されてい

る。（評価概要は，下記の「参考：内部溢水審査資料記載内容

の抜粋」に記載） 

(1) 評価結果

評価結果として得られた代表箇所における溢水深の時刻

歴を第 1図に示す。 

別紙（33） 

屋外タンク溢水時の影響等について 

1. 溢水伝播挙動評価

地震によりタンクに大開口が生じ，短時間で大量の水が流出

するようなことはないと考えられるが，溢水防護対象設備への

影響を評価するため，タンクの損傷形態及び流出水の伝播に係

る評価条件を保守的に設定した上で，溢水伝播挙動評価を実施

している。 

（評価概要は，溢水審査会合説明資料記載内容に記載） 

1.1 評価の前提条件 

・溢水源となるタンクを表現し，地震による損傷をタンク

側板が瞬時に消失するとして模擬する。 

・構内排水路による排水機能及び敷地外への排出は期待し

ない。 

・輪谷貯水槽(東)は基準地震動Ｓｓによって生じるスロッ

シングによる溢水量（時刻歴）を模擬する。

1.2 評価結果 

溢水伝播挙動評価による評価の結果として得られた溢水伝播

挙動を第 1 図に示す。また，浸水深の時系列データの抽出地点

を第 2 図に，抽出地点毎の浸水深の時系列データを第 3～12 図

に示す。 

・評価手法の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根２号炉は，輪谷

貯水槽（東）の基準地

震動Ｓｓによるスロッ

シング水を考慮した上

で，敷地全体に配置さ

れている溢水源とする

屋外タンク等の保有水

全量が流出するものと

して模擬し評価。 

柏崎 6/7 及び東海第

二は，合算体積を持っ

た一つの円筒タンクを

模擬し，建屋に指向性

を持って流出するよう

模擬 

・記載方針の相違

【柏崎 6/7】 

柏崎 6/7 は，3.その

他の評価結果にまとめ

て記載 
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(1) 6 号及び 7 号炉への影響について 

評価の結果，7 号炉原子炉建屋北側の可搬型設備接続口付

近（第 2 図 Point3）では，タンクからの溢水後，過渡的に

約 150cm の浸水深となるが，数分後には 20cm 以下の浸水深

となること，また，同建屋南側の可搬型設備接続口付近

（第 2 図 Point1）はほとんど浸水深がないことが確認され

ている。 

（評価概要は，下記の「参考：溢水審査会合説明資料記

載内容の抜粋」に記載） 

 

 

(2) 5 号炉東側保管場所及び 5 号炉東側第二保管場所への影響

について 

溢水伝播挙動評価は，6 号及び 7 号炉の周辺に着目した

解析に基づくものであり，浸水防護重点化範囲のうち，5 

号炉東側保管場所及び 5 号炉東側第二保管場所は解析モデ

ルの範囲外に位置する。しかしながら解析モデルの範囲外

においては解析に影響を与える水源がないことから，これ

らの浸水防護重点化範囲に対する浸水範囲，浸水量の評価

も 6 号及び 7 号炉の周辺に着目した評価に包含されるもの

と考えられる。本評価では，5 号炉側（第 2 図 Point6）は

ほとんど浸水深がないことが確認されている。 

（評価概要は，下記の「参考：溢水審査会合説明資料記

載内容の抜粋」に記載） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（1）２号炉への影響について 

評価の結果，２号炉原子炉建物南側の可搬型設備接続口

付近（第 3 図地点①）では，タンクからの溢水後，最大で

約 18cm の浸水深となること，また，同建物西側の可搬型設

備接続口付近（第 4 図地点②）はほとんど浸水深がないこ

とが確認されている。 

 

 

 

 

 

（2）保管場所への影響について 

 

第１～３保管エリアについては，最大浸水深が約 0cm で

あり，可搬設備の機関吸排気口高さより低く，可搬設備に

影響はない。 

第４保管エリアについては，可搬設備の機関吸排気口高

さの最低値 22cm に対し，最大浸水深が約 21cm であり，可

搬設備の機関吸排気口高さより低く，可搬設備に影響はな

い。機関吸排気口高さは，最大浸水深に対し裕度が小さい

が，最大浸水深となる溢水は，第４保管エリア近傍にある

３号ろ過水タンク，３号純水タンク及び消火用水タンクの

大型タンクの溢水の影響が支配的であるため，以下の理由

により実現象における溢水水位は，溢水伝播挙動評価の最

大浸水深よりも低くなると考えられる。第４保管エリア近

傍の溢水の伝播挙動を第 13 図に示す。 

 

 ３号ろ過水タンク，３号純水タンク及び消火用水タンク

の大型タンクから第４保管エリアまでの伝播経路上には

２ｍ程度の壁があり，溢水の伝播を阻害する。また，当

該壁が損壊することを想定した場合においても，がれき

により溢水の伝播を阻害する。 

 ３号ろ過水タンク，３号純水タンク及び消火用水タンク

の大型タンクからの溢水は，敷地内に設けられた排水路

を通じて北側の排水設備へ向けて流下する。 

 

屋外タンクからの溢水による保管場所に対する影響評価

結果を第 1表に示す。 

 

 

・記載方針の相違 

【東海第二】 

 東海第二は，3.溢水

による接続口へのホー

ス等接続作業への影響

についてに記載 

・評価結果の相違 

【柏崎 6/7】 

評価結果による浸水

深さの相違 

 

・記載方針の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根２号炉は，解析に

おける保守性と実現象

にとの関係について記

載 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・評価方法の相違 

【柏崎 6/7】 
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第 1図 代表箇所における浸水深時刻歴 

島根２号炉は，溢水

源となる屋外タンク等

を選定し，敷地全体を

モデル化した上で流動

解析を実施。 

柏崎 6/7 は，当該プ

ラント周辺に着目した

解析を実施 

・記載方針の相違

【東海第二】 

島根２号炉は，1.2 評

価結果 第 1～12 図に

記載 
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2. 作業の成立性 

タンクから溢水が発生した場合には，タンク周辺の空地が平

坦かつ広大であり周辺道路等を自然流下し拡散するものと考え

られるが，過渡的に約 150cm の浸水深となる 7 号炉原子炉建

屋北側であっても数分程度で可搬型設備がアクセス可能な浸水

深となること，同建屋北側接続口付近がアクセスできない場合

であっても同建屋南側接続口付近はアクセス可能であることか

ら，事故対応のためのアクセスルート確保及び作業実施に影響

はないと考える。 

 

 

また，溢水流路上の設備等が損壊し，がれきの発生が想定さ

れるが，迂回又は重機にて撤去することにより，アクセスルー

ト確保への影響はないと考える。 

 

なお，溢水流路に人員がいる場合も想定されるが，安全を最

優先し，溢水流路から待避することにより，人身への影響はな

いと考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2. 作業の成立性 

タンクから溢水が発生した場合には，タンク周辺の空地が平

坦かつ広大であり周辺道路等を自然流下し拡散するものと考え

られるが，アクセスルートが過渡的に約 50cmの浸水深となる

多目的タンク前（第 1図 地点❹）であっても数分程度で可搬

型設備がアクセス可能な浸水深となること，その他の箇所はさ

らに浸水深が低く，アクセス可能であることから，事故対応の

ためのアクセスルート確保及び作業実施に影響はないと考え

る。 

 

 

また，溢水流路上の設備等が損壊し，がれきの発生を想定し

た場合でも，重機にて撤去することにより，アクセスルート確

保への影響はないと考える。 

 

なお，溢水流路に人員がいる場合を想定しても，安全を最優

先し，溢水流路から退避することにより，人身への影響はない

と考えられる。 

 

 

＜参考：内部溢水審査資料記載内容の抜粋＞ 

■溢水伝播挙動評価条件 

○T.P.＋11mの屋外タンク（多目的タンク，原水タンク，ろ過水

貯蔵タンク，純水貯蔵タンク）を代表水位及び合算体積を持っ

た一つの円筒タンクとして表現し，地震による損傷をタンク下

端から 1m かつ円弧 180 度分の側板が瞬時に消失するとして模

擬する 

○溢水防護対象設備を内包する建屋に指向性を持って流出するよ

うに，消失する側板を建屋側の側板とする 

○流路抵抗となる道路及び水路等は考慮せず，敷地を平坦面で表

現するとともに，その上に流路に影響を与える主要な構造物を

配置する 

○構内排水路による排水機能や地盤への浸透は考慮しない 

 

 

 

 

 

2. 作業の成立性 

屋外タンクから溢水が発生した場合には，タンク周辺の空地

が平坦かつ広大であり周辺道路等を自然流下し拡散するものと

考えられるが，最大約 100cm の浸水深となるルート上（第 9 

図地点⑦）であっても敷地形状により管理事務所東側道路から

EL8.5ｍ盤へ向けて流下するため，10 分後には可搬型設備がア

クセス可能な浸水深となること，可搬型設備接続口付近を含む

その他の抽出地点においては常に可搬型設備がアクセス可能な

浸水深であることから，事故対応のためのアクセスルート確保

及び作業実施に影響はない。 

 

また，溢水流路上の設備等が損壊し，がれきの発生が想定さ

れるが，迂回又は重機にて撤去することにより，アクセスルー

ト確保への影響はない。 

なお，溢水流路に人員がいる場合も想定されるが，安全を

最優先し，溢水流路から待避することにより，人身への

影響はない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・評価結果の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

評価結果による浸水

深さの相違 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・記載方針の相違 

【東海第二】 

 東海第二における内

部溢水審査資料の掲載 
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3. その他

5 号炉東側保管場所及び 5 号炉東側第二保管場所では有意

な浸水は生じないものと考えられるが，保管する可搬型設備に

ついては，保守的に地表面上 30cm（T.M.S.L+12.3m）の浸水が

生じるものと想定し，必要な対策を実施する。 

・評価方法の相違

【柏崎 6/7】 

島根２号炉は，対象

となる屋外タンク等を

選定し，敷地全体をモ

デル化した上で流動解

析を実施しており，評

価結果より溢水による

保管場所への影響はな

い 
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■評価結果

評価の結果として得られた溢水伝播挙動を第 1図に，ま

た代表箇所における浸水深の時刻歴を第 2図に示す。 

第 1図 屋外タンクの地震損傷時の溢水伝播挙動 

第 2図 代表箇所における浸水深時刻歴 

第 1図 屋外タンクの溢水伝播挙動 

・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

 プラントの相違に伴

う評価結果の相違 

・記載方針の相違

・記載方針の相違

【柏崎 6/7】 

島根２号炉は，1.2 評

価結果 第 1～12 図に

記載 

1.0.2-8201.0.2-820
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第 2 図 浸水深の時系列データの抽出地点 
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第 3 図 浸水深の時系列データ（地点①） 

 

 

第 4図 浸水深の時系列データ（地点②） 
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第 5図 浸水深の時系列データ（地点③） 

 

 

第 6図 浸水深の時系列データ（地点④） 
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第 7図 浸水深の時系列データ（地点⑤） 

 

 

第 8図 浸水深の時系列データ（地点⑥） 
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第 9図 浸水深の時系列データ（地点⑦） 

 

 

第 10図 浸水深の時系列データ（地点⑧） 
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第 11図 浸水深の時系列データ（地点⑨） 

 

 

 

第 12図 浸水深の時系列データ（地点⑩） 
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第 13 図 第４保管エリア近傍の溢水の伝播挙動 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 1 表 保管場所に対する影響評価結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・記載方針の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根２号炉は，解析に

おける保守性と実現象

にとの関係について記

載 

 

 

 

・評価結果の相違 

【柏崎 6/7】 

保管場所に対する影

響評価結果の相違 
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4. 溢水時によるフィルタベント現場操作等への影響について 

(1) 原子炉格納容器圧力逃がし装置内の水による溢水の影響 

原子炉格納容器圧力逃がし装置（フィルタベント）の現

場操作や計器の確認について，原子炉建屋内及び屋外での

操作がある。 

原子炉格納容器圧力逃がし装置自体は，基準地震による

破損の影響はなく，操作場所は地震の溢水による影響は受

けない。 

万一，原子炉格納容器圧力逃がし装置使用後に漏えいが

発生した場合でも 

・遮蔽壁を設ける等，原子炉格納容器圧力逃がし装置外

部へ水が漏えいしない設計としており，漏えい水をド

レン移送ポンプでサプレッション・チェンバへ移送可

能であること。 

・ドレン移送ポンプは，軸封部からの漏えいのない構造

であるキャンドモータポンプを用いており，堰や鉄板

遮蔽を設置していること。 

・ドレン移送ポンプから原子炉建屋までの屋外配管は，

可撓性のあるメタルホースを用い，フレキシブルホー

スによる二重管構造としており，埋設Ｕ字溝内に格納

の上鉄板遮蔽蓋を設置していること。 

 

等，原子炉格納容器圧力逃がし装置からの漏えい対策，

被ばく低減対策を講じている。 

なお，格納容器ベント後の現場の操作としては，「フィ

ルタ装置水位調整（水抜き）」，「フィルタ装置スクラバ

水 pH 調整」，「ドレン移送ライン N2 パージ」，「ドレン

タンク水抜き」の作業があるが，これらの操作に伴う被ば

く量を評価し，緊急時作業に係る線量限度 100mSv に照らし

ても作業可能であることを確認している。（柏崎刈羽原子

力発電所 6 号及び 7 号炉 重大事故等対処設備について 別

添資料－1 原子炉格納容器の過圧破損を防止するための設

備（格納容器圧力逃がし装置について）） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ・設備の相違 

【柏崎 6/7】 

島根２号炉は，中央

制御室操作もしくは原

子炉建物内弁操作であ

り，フィルタベント設

備付近での作業はな

い。 

なお，島根２号炉は

フィルタベント設備が

地下格納槽内に位置し

ており，屋外作業に影

響なし 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1.0.2-828



 

 

柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20 版） 東海第二発電所（2018.9.18 版） 島根原子力発電所 ２号炉 備考 

(2) その他屋外タンク等の水による溢水の影響 

その他の溢水源について，原子炉建屋内のアクセス性に

ついては，地震随伴内部溢水の影響評価を行っており，問

題ないことを確認している。（本文 5.(4)参照） 

屋外の操作については，フィルタベント遮蔽壁周辺の非

管理区域における溢水評価を行っており（第 2 図における

Point7,及び Point8 が該当），過渡的に水位が上昇する

が，屋外の溢水による影響はないことを確認している。 

また，現場計器については，一部，原子炉格納容器圧力

逃がし装置の附室壁面内に設置されているが水密化されて

おり，当該エリアは溢水による影響を受けない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 3 図 屋外操作場所 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3. 溢水による接続口へのホース等接続作業への影響について 

3.1 接続口に対する溢水の影響 

有効性評価における屋外の現場操作として，接続口への可搬

型設備の接続操作がある。 

東側及び西側接続口周辺は，屋外タンク等の溢水評価を行っ

ており（第 1図 地点❷及び❺が該当），東側接続口近傍の地

点❺ではほとんど水位が上昇せず，接続口まで至らないため屋

外タンク等の溢水の影響を受けない。また，西側接続口近傍の

地点❷では過渡的に水位が上昇するが，上蓋に止水処置を施す

ため，屋外タンク等の溢水の影響を受けない。高所東側接続口

及び高所西側接続口は，高所に設置することから屋外タンク等

の溢水の影響を受けない。（別紙（9）参照） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・記載方針の相違 

【東海第二】 

島根２号炉は，2.作

業の成立性に記載 
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